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平成２３年第１回砂川市議会定例会

平成２３年３月１１日（金曜日）第４号

〇議事日程

開議宣告

日程第 １ 議案第１４号 砂川市専用水道施設条例を廃止する条例の制定について

議案第１７号 砂川市個別排水処理施設条例の一部を改正する条例の制定に

ついて

議案第２０号 砂川市水道料金等助成条例の一部を改正する条例の制定につ

いて

議案第２４号 砂川市と中空知広域水道企業団における下水道使用料の算定

に関する事務等の委託に関する規約の変更について

議案第１６号 砂川市特別会計条例の一部を改正する条例の制定について

議案第１８号 砂川市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定につい

て

議案第１９号 砂川市交通安全対策会議に関する条例の一部を改正する条例

の制定について

議案第２１号 砂川市と歌志内市における旅券交付申請及び交付に関する事

務の委託に関する規約の制定について

議案第２２号 砂川市と奈井江町における旅券交付申請及び交付に関する事

務の委託に関する規約の制定について

議案第２３号 砂川市と上砂川町における旅券交付申請及び交付に関する事

務の委託に関する規約の制定について

議案第２５号 市道路線の変更について

議案第 ８号 平成２３年度砂川市一般会計予算

議案第 ９号 平成２３年度砂川市国民健康保険特別会計予算

議案第１０号 平成２３年度砂川市下水道事業特別会計予算

議案第１１号 平成２３年度砂川市介護保険特別会計予算

議案第１２号 平成２３年度砂川市後期高齢者医療特別会計予算
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〇本日の会議に付した事件

日程第 １ 議案第１４号 砂川市専用水道施設条例を廃止する条例の制定について
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ついて
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〇 議 会 出 席 者 報 告 〇
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総 務 課 長 古 木 信 繁

広 報 広 聴 課 長 湯 浅 克 己
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５．砂川市選挙管理委員会委員長の委任を受け説明のため出席する者は次のとおりである。

選挙管理委員会事務局長 角 丸 誠 一

６．砂川市農業委員会会長の委任を受け説明のため出席する者は次のとおりである。

農 業 委 員 会 事 務 局 長 栗 井 久 司
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事 務 局 長 河 端 一 寿
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議 事 係 長 石 川 早 苗
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開議 午前１０時００分

◎開議宣告

〇議長 北谷文夫君 おはようございます。休会中の本会議を再開いたします。

本日の会議を開きます。

議事日程は、お手元に配付のとおりであります。

直ちに議事に入ります。

◎日程第１ 議案第１４号 砂川市専用水道施設条例を廃止する条例の制定につ

いて

議案第１７号 砂川市個別排水処理施設条例の一部を改正する条例

の制定について

議案第２０号 砂川市水道料金等助成条例の一部を改正する条例の

制定について

議案第２４号 砂川市と中空知広域水道企業団における下水道使用

料の算定に関する事務等の委託に関する規約の変更

について

議案第１６号 砂川市特別会計条例の一部を改正する条例の制定に

ついて

議案第１８号 砂川市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制

定について

議案第１９号 砂川市交通安全対策会議に関する条例の一部を改正

する条例の制定について

議案第２１号 砂川市と歌志内市における旅券交付申請及び交付に

関する事務の委託に関する規約の制定について

議案第２２号 砂川市と奈井江町における旅券交付申請及び交付に

関する事務の委託に関する規約の制定について

議案第２３号 砂川市と上砂川町における旅券交付申請及び交付に

関する事務の委託に関する規約の制定について

議案第２５号 市道路線の変更について

議案第 ８号 平成２３年度砂川市一般会計予算

議案第 ９号 平成２３年度砂川市国民健康保険特別会計予算

議案第１０号 平成２３年度砂川市下水道事業特別会計予算

議案第１１号 平成２３年度砂川市介護保険特別会計予算

議案第１２号 平成２３年度砂川市後期高齢者医療特別会計予算

議案第１３号 平成２３年度砂川市病院事業会計予算
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〇議長 北谷文夫君 日程第１、議案第１４号 砂川市専用水道施設条例を廃止する条例

の制定について、議案第１７号 砂川市個別排水処理施設条例の一部を改正する条例の制

定について、議案第２０号 砂川市水道料金等助成条例の一部を改正する条例の制定につ

いて、砂川、議案第２４号 砂川市と中空知広域水道企業団における下水道使用料の算定

に関する事務等の委託に関する規約の変更について、議案第１６号 砂川市特別会計条例

の一部を改正する条例の制定について、議案第１８号 砂川市国民健康保険条例の一部を

改正する条例の制定について、議案第１９号 砂川市交通安全対策会議に関する条例の一

部を改正する条例の制定について、議案第２１号 砂川市と歌志内市における旅券交付申

請及び交付に関する事務の委託に関する規約の制定について、議案第２２号 砂川市と奈

井江町における旅券交付申請及び交付に関する事務の委託に関する規約の制定について、

議案第２３号 砂川市と上砂川町における旅券交付申請及び交付に関する事務の委託に関

する規約の制定について、議案第２５号 市道路線の変更について、議案第８号 平成２

３年度砂川市一般会計予算、議案第９号 平成２３年度砂川市国民健康保険特別会計予算、

議案第１０号 平成２３年度砂川市下水道事業特別会計予算、議案第１１号 平成２３年

度砂川市介護保険特別会計予算、議案第１２号 平成２３年度砂川市後期高齢者医療特別

会計予算、議案第１３号 平成２３年度砂川市病院事業会計予算の１７件を一括議題とし

ます。

各議案に対する総括質疑を行います。

これより議案第１４号、第１７号、第２０号及び第２４号の一括総括質疑を行います。

質疑ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

これで議案第１４号、第１７号、第２０号及び第２４号の一括総括質疑を終わります。

続いて、議案第１６号、第１８号、第１７号、もとへ、第１８号、第１９号、第２１号

から第２３号まで及び第２５号の一括総括質疑を行います。

質疑ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

これで議案第１６号、第１８号、第１９号、第２１号から第２３号まで及び第２５号の

一括総括質疑を終わります。

続いて、議案第８号の総括質疑を行います。

質疑ありませんか。

土田政己議員。

〇土田政己議員 （登壇） ２０１１年度一般会計予算について大綱質疑をさせていただ

きます。

２０１１年度の政府予算は、民主党政権が最初から準備、編成した初めての当初予算で

あるので、２０１１年度地方財政計画の特徴と市の予算編成への影響について、まずお伺
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いをしたいと思います。市長の予算編成方針で述べられたように、昨年６月の閣議決定の

財政運営戦略で決めた地方の一般財源総額については、平成２３年度から２５年度までは

実質的に平成２２年度の水準を確保することを守ったというふうに言われておりますけれ

ども、確かに地方交付税は増額されておりますが、実質的な交付税として２００１年度か

ら交付されていた臨時財政対策債が大幅に減少しておりますので、そのまず影響について

お伺いをしたいと思います。２０１０年度は、地方交付税と臨時財政対策債合わせて実質

的な交付税としての総額は２４兆６，０００億円でしたけれども、１１年度計画では２３

兆５，３２７億円で、前年度に比べて１兆円以上マイナスになっておりますので、市の財

政への影響はないのかどうなのかお伺いしたいと思います。

２点目に、今回法人実効税率５％の引き下げが行われますけれども、これによる砂川市

の財政への影響について伺います。

３点目は、社会保障費関係の自然増は、自然増の増額ということについて地方は強く求

めてきたわけでありますけれども、国の財政不足の状況の中でなかなか満額確保できない

という状況にあるわけでありまして、実際に満額確保されているのかどうなのか、この点

についてもお伺いしたいというふうに思います。

次に、２０１１年度地方財政計画の中で新たな制度変更について３点伺います。１つは、

一括交付金、地域自主戦略交付金の内容について。２つ目は、臨時財政対策債の配分方法

の見直しの中身について。３つ目に、特別交付税制度の見直しの内容とその影響について

お伺いをいたします。

次に、市長の予算編成方針に沿って何点かお伺いをいたします。まず第１に、ごみ投棄

未然防止対策事業について監視カメラの購入と看板の設置費が備品費購入として計上され

ておりますけれども、昨年は実験後、これについて実験が行われたようでありますが、そ

の成果と課題、ことしの計画の具体的な内容について、まず伺います。

次に、ヒブワクチンと小児用肺炎球菌ワクチンの接種についても予算化されております

けれども、最近この接種を受けた乳幼児の死亡例が相次ぎ、接種を一時見合わせるという

ようでありますが、その経過と内容、市内の現状についてお伺いをいたします。

３点目に、就学援助制度の充実についてお伺いをいたします。低所得者の子供たちが貧

困から解放され、ひとしく教育を受けるために就学援助の拡充がとても大事であります。

準要保護の世帯の基準は、要保護世帯に準じた家庭となっておりますけれども、全道の市

町村でその基準はばらばらでありますけれども、砂川市の基準とその基準の引き上げにつ

いてお伺いをいたします。

もう一点は、２０１０年度から国が制度を改善し、就学援助費の対象にクラブ活動費、

ＰＴＡ会費、生徒会会費が加えられましたけれども、砂川市は１０年度も支給しておりま

せんし、１１年度予算にも計上されていないのはどうしてなのかお伺いをいたします。

４点目に、有害鳥獣被害対策事業についてお伺いいたします。政府は、２０１１年度予
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算で前年度の約５倍、１１２億８，３００万円の予算を組んで鳥獣被害緊急総合対策に取

り組むようでありますけれども、市の予算を見ると、昨年とほぼ変わりはありませんが、

緊急対策の内容と砂川市としての取り組みについてお伺いをいたします。

最後に、政府の２０１１年度予算は、衆議院で強行採決され、自然成立する見込みであ

りますけれども、予算関連法案の成立の見通しは全くありません。その場合砂川市の予算

執行にどのような影響が出るのか、特に子ども手当法案が成立せず、以前の児童手当に回

帰した場合の影響についてお伺いをいたします。

以上で第１回目の質疑を終わります。

〇議長 北谷文夫君 総務部長。

〇総務部長 角丸誠一君 （登壇） 地方財政計画の関係で６点ほど総括質疑がありまし

たので、順次ご答弁申し上げます。

最初に、地方交付税及び臨時財政対策債の減少の関係でございます。地方財政計画にお

いて、地方交付税の増額に対し臨時財政対策債が大幅に減少していることによる当市への

予算編成への影響でありますけれども、臨時財政対策債は地方財政計画にかかわる財源不

足額のうち地方交付税の増額による補てんなどがなされた額を除いた折半対象財源不足額

を国と地方が折半して補てんするものに既に発行していた臨時財政対策債の元利償還金分

などを合算したものであります。平成２３年度の地方財政計画では、折半対象財源不足額

が地方税及び地方譲与税の増、地方交付税の国税五税分の法定率分の伸びに加え、地方交

付税の増額確保を図るため別枠による加算１兆２，６５０億円、平成２２年度補正予算で

計上されて繰り返す、失礼しました、繰り越すとされた１兆１２６億円、交付税特別会計

の借入金の償還を後年度へ繰り延べしたことによる７，５９３億円など財源不足の補てん

がなされ、前年度に比べて減少したことから臨時財政対策債が大幅な減少となったもので、

地方の一般財源総額は前年度並みに確保されておりますので、臨時財政対策債に依存しな

い本来あるべき姿に近づいたと言えるもので、本市の平成２３年度予算では交付税は８，

０００万円の増、臨時財政対策債２，０００万円の増と、昨年の実績額をもとに国で示さ

れた推計伸び率などにより前年度当初予算に比べ増額と見込んでおりますので、予算編成

上の影響は及ばないものと考えているところであります。

次に、法人の実効税率の関係でございます。法人の実効税率の５％引き下げの影響につ

いては、現在平成２３年度税制改正にかかわる法律が国会で議論されているところであり

ますが、その中で法人に対する実効税率を５％引き下げることとしております。法人の実

効税率とは、法人の利益に対し国税から地方税まで合わせてどの程度の税を負担している

かというもので、現在ではすべての税を合わせると利益から４０．８６％の税を支払って

いることになります。この率が諸外国と比べ高いということから、企業の国際競争力の向

上と企業の立地環境の改善を図り、国内投資拡大や雇用創出を促進するためとしてこの実

効税率を５％下げるために法人税率を現行の３０％を２５．５％に引き下げようとしてお
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ります。実施時期が平成２３年４月以降開始する事業年度としていることから、実際に影

響するのは平成２４年５月以降の申告に基づく納税からであり、平成２４年度以降に影響

してくるものであります。具体的な影響額は、この引き下げにより法人税を課税標準とし

ている法人市民税の税割額が約１５％引き下がることとなりますので、平成２３年度当初

予算を基礎とすると１，２００万円程度の減収となりますが、今回の税制改正では都道府

県と市町村の法人に対する税収の増減収を調整するために都道府県たばこ税から市町村た

ばこ税へ税源移譲を行うこととなっております。これによると、旧３級品で１，０００本

当たり３０５円、３級品以外で６４４円が道から市へ移譲されることとなり、平成２３年

度当初予算のたばこ消費本数をもとに計算すると、平成２４年度の市たばこ税は約２，１

８２万２，０００円の増収になるものと見込まれます。これらのことから平成２３年度当

初予算から試算すると、市の税収のみを考えた場合は、たばこ税の税源移譲の増収のほう

が法人市民税の減収を上回るものではないかと見込まれるところであります。

次に、社会保障関係費でございますが、社会保障関係費の自然増の減収分を国の財源不

足の中、満額確保されているかについてでありますが、平成２３年度の地方財政計画では

国と同様地方の社会保障関係費も毎年、失礼しました、毎年度大幅な自然増となることに

対応し、８，４００億円程度の地方負担を増額計上して対応する財源を確保しております。

増額の最大の要因は、生活保護、介護、医療などの一般行政経費のほか、国民健康保険、

後期高齢者医療制度関係事業費などの伸びなどによるもので、これらの増額を見込んだ中

で給与関係経費、交際費、投資的経費が減となり、地方の一般財源総額が前年度並みに確

保され、平成２３年度の地方財政計画が示されていることから、社会保障関係費の自然増

の増額分は確保されていると考えることができるものであります。

次に、一括交付金の内容についてでありますが、一括交付金はひもつき補助金を廃止し、

地域の自由裁量を拡大するため創設されるもので、平成２３年度は都道府県分を対象とし、

国土交通省の社会資本整備総合交付金、農林水産省の農山村漁村地域整備交付金、文部科

学省の学校施設環境改善交付金の一部など、９事業の投資補助金を対象として一括交付金

化を実施するものであります。総額のうち９割程度は継続事業の事業量で、１割程度を客

観的指標に基づく恣意性のない配分を行うものであり、配分に際しては条件不利地域など

に配慮した仕組みを設けるとされており、地方公共団体は配分額に対し９事業から各府省

の枠にとらわれずに自由に事業を選択するものであります。市町村分につきましては、平

成２４年度から実施するとされておりますので、今後平成２３年度の都道府県に対する実

施状況などを見て対応を検討していかなければならないものと考えております。

次に、臨時財政対策債の配分方法の見直しの内容についてでありますが、都道府県及び

市町村の臨時財政対策債発行可能額を今後３年間で段階的に普通交付税の不交付団体を含

む全団体に人口を基礎として配分する方式を廃止し、平成２２年度に一部導入された不交

付団体には配分しない財源不足額を基礎として配分する方式に移行するよう見直しされた



－113－

ものであり、平成２３年度から財源不足額を基礎として配分する方式の割合が高くなるも

のであります。

次に、地方交付税制度の見直しの内容であります。地方交付税制度の見直しの内容とそ

の影響ですが、１点目は地方交付税の算定方式の簡素化、透明化の取り組みの一環として

地方交付税総額に占める特別交付税の割合を現行６％から平成２３年度は５％、平成２４

年度は４％へ段階的に引き下げ、普通交付税に移行させるものであります。特別交付税の

３月分として算定している財政需要の一部を普通交付税に移行させることとして、普通交

付税の地域振興費において人口を基礎として段階補正、条件不利地域にかかわる人口急減

補正を用いて算定するとされておりますので、当初予算におきまして普通交付税の算出の

中で国から示された算式により試算し、約４，４００万円の増を見込み、また特別交付税

は割合が６％から５％へと減少となる部分として７，０００万円の減を見込んだところで

あります。

２点目は、特別交付税の額の決定、交付に関する特例として、地方公共団体の財政運営

に著しい影響を及ぼすおそれのある大規模災害などの発生時において、１２月と３月の定

例の決定、交付とは別に、その都度特別交付税の額を決定、交付することができる特例が

新設されるものであります。これまでは、大規模災害等が発生した際は繰り上げ交付とい

う方法で当座の財源が補てんされ、１２月と３月に決定、交付されてきましたが、その都

度決定、交付されるということになるものであります。

〇議長 北谷文夫君 市民部長。

〇市民部長 井上克也君 （登壇） 私から３件、ごみの不法投棄未然防止対策事業の件、

またヒブワクチン、小児用肺炎球菌ワクチンの接種の関係、そして予算関連法案の成立の

関係での子ども手当の関係についてご答弁を申し上げます。

初めに、ごみの不法投棄未然防止対策事業について、昨年実績の成果と課題、そして今

年度の計画内容ということでございます。不法投棄未然防止対策事業についてであります

が、平成２２年度におきまして環境省北海道地方環境事務所から監視カメラ４台を借り受

け、平成２２年４月３０日から６月２５日までの約２カ月間、不法投棄多発地域に設置い

たしました。監視カメラには、不法投棄者１名が録画されておりましたが、少量の投棄だ

ったため、砂川警察署において捜査対象外とされたところであります。その監視カメラ設

置場所におきましては、設置期間中ほかに不法投棄はありませんでした。また、他の場所

におきましては、１カ所だけカメラの死角に不法投棄が確認されております。監視カメラ

撤去後におきましては、大量の不法投棄物、家電製品及びタイヤなどの不法投棄物が確認

されております。このことから、監視カメラの設置により一定の抑止効果があったものと

考えておりますので、新年度におきましては６台の監視カメラと不法投棄防止看板１組を

不法投棄多発地域に設置し、不法投棄未然防止対策を強化することといたします。不法投

棄対策につきましては、すぐにその効果があらわれるものではありませんが、砂川警察署
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及び関係団体と十分に連携を図りながら不法投棄撲滅に向けた取り組みを継続してまいり

たいと考えております。

次に、ヒブワクチン、小児用肺炎球菌ワクチンの接種中止の経過と内容、また市内の現

状でございます。去る３月２日から４日までに小児用肺炎球菌ワクチン及びヒブワクチン

を含むワクチン同時接種後の死亡例が全国で４例、厚生労働省へ報告されました。厚生労

働省では、ワクチン接種と死亡との因果関係は、医師の報告によると、いずれも評価不能

または不明であるため詳細な調査を実施するとともに、因果関係の評価を実施するまでの

間、接種を一時的に見合わせるよう３月４日付で都道府県と関係製造販売業者へ通知した

ところであります。本市では、３月５日の朝テレビニュースでの報道を受け、市内各医療

機関へ接種の一時見合わせの連絡をし、週明けの７日月曜日に再度見合わせの連絡をした

ところであります。厚生労働省では、小児用肺炎球菌ワクチンとヒブワクチン、あるいは

三種混合ワクチン等との同時接種を実施した乳児が接種の翌日から３日以内に亡くなった

ことに関連して、ワクチン接種との因果関係等について３月８日に薬事・食品衛生審議会

安全対策調査会とワクチン予防接種後副反応検討会を合同で開催し、検討したところであ

ります。厚生労働省では、現段階の情報において、いずれもワクチン接種とその直接的明

確な因果関係は認められないと考えられるが、さらに入手可能な情報を次回までに収集す

るといった議論などを踏まえ、さらなる情報収集を行い、当該調査会と検討会において評

価を行うまでの間、現在行っている小児用肺炎球菌ワクチン、ヒブワクチン接種の一時見

合わせを継続することとしたことから、本市でも一時見合わせを継続しております。なお、

市内における２月１日から３月４日までの接種状況につきましては、小児用肺炎球菌ワク

チンが１３５名、ヒブワクチンが１５７名接種済みであり、特別な副反応の報告はありま

せんでした。厚生労働省の次回検討会の開催時期は、現在のところ未定でありますが、今

後の接種につきましては国の指示により再開されるものと考えております。

続きまして、子ども手当が成立せず、以前の児童手当に回帰した場合の影響についての

ご質問でございます。現在の子ども手当法は、平成２２年度限りの時限立法であり、法律

において子ども手当の一部として従来の児童手当が児童手当法に基づき支給する仕組みと

なっており、その費用負担についても国、地方、事業主が負担することとなっております。

このことから、現在審議されている平成２３年度子ども手当法案が不成立になれば、法的

には児童手当法による児童手当が復活することとなります。児童手当が復活となった場合

の影響といたしましては、現在の子ども手当はゼロ歳から中学生までが支給対象であり、

支給月額についても平成２２年度は一律１万３，０００円で、平成２３年度は３歳未満に

ついて７，０００円を上積みし、２万円とするものであり、一方の児童手当の対象はゼロ

歳から小学生までで、支給額も３歳未満を除き第２子まで５，０００円で、３歳未満及び

第３子以降は１万円と受給者にとっては支給額が減少するほか、平成２３年１月からは所

得税の年少扶養控除の廃止が実施されているなど、税制面においても混乱が生じるものと
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考えられます。また、児童手当には子ども手当と違い所得制限が設けられていることから、

児童手当の支給事務に際しましては再度の所得状況の把握や支給額の改定のほか、電算シ

ステムの改修に相当な期間を要することから、児童手当の最初の支給月となる本年６月ま

でにこれらの準備作業を完了することは全国的にも困難な状況と想定されているところで

あります。

〇議長 北谷文夫君 経済部長。

〇経済部長 栗井久司君 （登壇） それでは、ご質問いただきました国の鳥獣被害緊急

総合対策の内容と市の対応策、その取り組みについてご答弁をさせていただきます。

国の鳥獣被害に係る平成２３年度予算は、前年度の５倍の１１２億８，３００万円とな

っております。その内容でございますが、平成１９年１２月、鳥獣被害防止特別措置法が

制定され、市町村が作成する被害防止計画に基づき、補助事業名は鳥獣害防止総合対策事

業として、平成２０年度から２２年度までの３年間の補助事業でございました。しかし、

各種補助事業の事業仕分けにより、この補助事業の権限が国から都道府県へ移行し、交付

金事業となりましたが、予算が大幅に削減され、昨年北海道が要望していた９億円に対し

２億円の配分となり、特に空知管内の市町への配分内示額がゼロ予算で、急遽振りかえの

補助事業として北海道の単独事業であります地域づくり総合交付金事業と砂川市の政策予

算、獣害防止さく整備事業を実施し、生産者の要望されていた電気牧さくの設置等を行い、

農業被害の未然防止対策を講じたところでございます。

しかし、全国各地で野生鳥獣の被害が深刻化、広域化することから、２３年度は新たに

鳥獣被害緊急総合対策とする１年限りの緊急特別対策の補助事業１００億円を予算計上さ

れたものであります。それに昨年からの都道府県の交付金、鳥獣害防止総合対策事業の予

算が１２億円で、総額１１２億円となっているところであります。都道府県の交付金事業

予算が１２億円では、また配分内示ゼロも考えられますが、新たな補助事業であります緊

急特別対策事業の予算が１００億円でございますので、要望額に十分な予算をいただける

ものと考えております。市の対応としては、２月２日付で市内の農業生産者に鳥獣、特に

シカの被害による電気牧さく等の意向調査を行い、新たな国の補助事業の内容を周知した

ところでございます。新たな補助事業の内容が通常電気牧さくの設置を業者請負としない

で、侵入防止さくの自力施工を行う場合は資材費相当分の定額補助が可能となり、ほぼ１

０分の１０の助成処置になるものと思われます。ただし、国の１００億円の予算を上回る

要望額になりますと、１０分の１０の助成処置にならないことも予想されますが、事前に

示された予算配分の手法にポイント配分の基準が高い市町村に多く予算処置されることと

なっております。事業実施主体は、市町村ではなく地域協議会ですので、当市では既に関

係団体や地域集落の代表者などで構成される砂川市有害鳥獣対策連絡協議会が設置されて

おり、また予算配分のポイント数が高くなる広域的な取り組みが求められておりましたこ

とから、去る３月１日に開催された協議会において新たに奈井江町が加入した砂川・奈井
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江広域有害鳥獣対策連絡協議会として協議会の組織が広域的な取り組みをすることとなり、

広域連携した鳥獣対策を行うこととなったところでございます。

したがいまして、国の補助事業の事業実施主体が市町村ではなく、地域協議会が直接申

請することとなりますので、当市の予算に計上されていないわけでございます。当市の予

算に計上されているのは、有害鳥獣駆除等業務委託料４３万３，０００円でございますが、

これは毎年実施しております北海道猟友会砂川支部と契約しております有害鳥獣駆除の委

託料でございます。カラスやシカの駆除に要する銃弾費、出動に要する燃料費と人件費相

当分を算定した予算でございます。

国の予算については、本年度は砂川・奈井江広域有害鳥獣対策連絡協議会が農業者を対

象にわな猟免許の取得予備講習会の開催を考えておりまして、受講料お一人５，０００円

でございますが、全額国の鳥獣被害緊急総合対策のソフト補助事業の対象経費として要望

しており、事前に受講していただきますと、後日のわな猟の免許取得試験における合格率

が高まることとなります。それにハンターの皆様には、鉄砲によるシカの駆除を目的に捕

獲技術講習も計画しております。これも受講料お一人２，５００円を全額同じく国のソフ

ト事業の対象経費として計画しているところでございます。次に、シカの頭数がふえ過ぎ

ておりますことから、同じく協議会主催によるハンター出動によるシカ駆除一斉捕獲も計

画しており、本年度国の緊急総合対策の事業予算を有効活用してまいりたいと考えており

ます。

〇議長 北谷文夫君 教育次長。

〇教育次長 森下敏彦君 （登壇） 私のほうから、就学援助制度の拡充についてご質問

がございましたので、準要保護世帯基準の引き上げとクラブ活動費、ＰＴＡ会費、生徒会

費を援助対象としていない考え方についてご答弁を申し上げます。

初めに、準要保護世帯基準の引き上げについてご答弁を申し上げます。準要保護制度に

つきましては、経済的な理由により就学困難な児童生徒の保護者に対して必要な援助を行

っている制度であります。制度の対象につきましては、生活保護認定基準の１．３倍以内

の収入と認定された世帯の保護者を対象としており、扶助の内容としては学用品費、通学

用品費、校外活動費、体育実技用具費、修学旅行費、学校病治療用の医療費、給食費など

の費用を援助しているところであります。現行の制度で対象となる世帯の年間収入のおお

よその目安としては、家族構成等により誤差は生じますが、給与所得者の家庭で前年の１

月から１２月までの総収入が４人家族で父３８歳、母３６歳、子供が１３歳、１１歳の場

合は４３０万円程度以内の世帯が対象となると試算しております。現状では、準要保護制

度の趣旨から見て、経済的な理由により就学が困難な児童生徒の保護者への援助として適

切に運用されていると考えておりますので、現時点で認定基準を引き上げ、対象世帯を拡

大することは考えておりませんので、ご理解を賜りたいと存じます。

次に、クラブ活動費、ＰＴＡ会費、生徒会費を援助対象としない考え方についてご答弁
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を申し上げます。準要保護制度は、学校教育法第１９条において、経済的理由によって就

学困難と認められる児童生徒の保護者に対して市町村が必要な援助を与えなければならな

いとする規定をもとに運用しているところであり、同制度の対象とする認定基準の設定や

対象とする費目と扶助額などについてはそれぞれの市町村の判断にゆだねられているとこ

ろであります。ご質問のクラブ活動費、ＰＴＡ会費、生徒会費への援助については、国が

平成２２年度予算で当該費用を生活保護の扶助対象としたことを受けて準要保護世帯への

扶助対象費目とすべきなのか、現在道内各市町村において検討課題となっているところで

あり、３月１日の道新では道内１７９市町村のうち３１市町村が援助しているとの記事が

掲載されたところでありますが、多くの市町村は検討中あるいは未定としている実態とな

ってございます。当市としては、現在準要保護制度の認定基準に照らし、認定されていな

い他の保護者との負担のバランスを考慮し、就学を確保する上で公費負担により援助する

ことが必要な扶助対象費目として加えるべきかどうか、他市町村の状況を参考に慎重に検

討しているところでありますので、ご理解を賜りたいと存じます。

〇議長 北谷文夫君 土田政己議員。

〇土田政己議員 それでは、２回目の質疑をさせていただきますが、地方財政計画でお伺

いいたしましたら、今ご答弁がありましたように、平成２３年度は地方財政にとってそん

なに大きな影響がなくて財政確保されているというのが全体のお話でございました。これ

までは、やはり国の地方財政計画に基づいてかなり三位一体改革とかいろんな点で地方財

政は厳しい時代がありましたけれども、今年度は先ほど総務部長の答弁ありましたように

砂川市の予算編成にそんな大きな影響及ぼすような状況はないというようなことでござい

ますので、次の予算の執行のほうについてお伺いをしていきたいというふうに思っており

ます。

まず、ごみの関係でありますけれども、空知管内でも全道各地でも監視カメラをつけら

れて、私どもいろいろ走るのですが、監視カメラつけられていたり、看板をつけられてい

るところが結構見受けられるようになりましたし、しかし私どもの地域も含めてごみの不

法投棄はなかなか減らないという、基本的には住民や市民のマナーによるものだと思いま

すけれども、しかし先ほどお話ありましたように、監視カメラを設置中は少なくて、外し

たらふえたというような状況があるとすれば、ぜひこの点で、監視カメラを今年度は６台

購入して設置されるようでありますけれども、ぜひ計画的にふやしていただくと同時に、

私は思うのですけれども、各地の道路走りますと、ごみの不法投棄の禁止という看板と、

するなという看板とともに監視カメラ設置中という看板がかなりあって、これはすごく効

果が、どこに設置してあるかは、それはわかってはうまくないのですが、わからぬほうが

いいのですけれども、しかし設置中というカメラがかなり大きな効果があるようにも思っ

ていますので、当然監視カメラ設置すると同時に、そういう看板もきちっと設置してごみ

の不法投棄を防止する必要があるのでないかと思いますが、この看板の設置費の中にはそ
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ういう看板も、ちょっと先ほどのご答弁によると、何かごみの不法投棄を禁止するような

看板はつくるけれども、監視カメラの設置中という看板はつくられるのかどうなのか、こ

の点ちょっとお伺いをしたいと思います。

それから、ワクチンの中身は、市内の状況も含めてわかりました。せっかく２月たしか

無料で実施されて、非常に残念なことでありますけれども、しかしやはり安全性が第一で

ありますから、その辺は基本的には国の指導に基づくものとは思われますけれども、市内

において子供さんのそういうことによる犠牲者が生まれないように万全の対策をとってい

ただきたいなというふうに思っております。

有害鳥獣対策については、詳しい答弁でわかりましたけれども、答弁ございましたよう

に、国もことし１年限りと言っているのです。かなり大きな予算を組んで取り組まれるよ

うなのですが、私ども心配しているのも、先ほど答弁ありましたように、砂川市と奈井江

で地域で一緒になってこれを防止するという取り組みは非常にいい取り組みだというふう

に思っておりますし、シカの場合などやっぱり広域的にやらないと、市町村を越えていく

という状況もありますから、いいのですけれども、ただ国の予算は１年きりというのであ

れば、その後どんなふうになるのだろうという心配があります。そこで、１つはやっぱり

国に対しても引き続き来年というか、２４年度以降も予算措置をとるよう強く要望してい

ただきたいということが１つと、もう一つはこのような国の予算措置があるときにシカな

どの処分する施設についても補助金、助成金が出るというふうに今伺っているわけですけ

れども、このあたりやはり不法投棄にならないように、そういう処分場なり、あるいは処

分施設なりをこの国の予算を使って今年度、２３年度でできないものなのかどうなのか、

この点についてお伺いしたいというふうに思っております。

それから、就学援助の関係については、今大変な不況や、あるいは失業、大変な状況で

ありまして、もちろん生活保護を受ける方もふえておりますけれども、やはり特に私は低

所得者の子供さんの皆さんが本当にお金がないことによって教育が受けられないとか、あ

るいは差別されるとかということのないように、やはりひとしく教育が受けられるように

するには、この就学援助制度というのが非常に大きな役割を果たしているし、その援助を

受ける方も今の状況のもとで世帯もふえて、全国的にもふえております。しかし、今お話

がありましたように、なかなか収入基準の厳しい状況もありまして、この基準はそれぞれ

の市町村によって違うのですけれども、砂川市は生活保護世帯の１．３倍だと。だから、

教育次長によれば、十分だというお話なのですが、その市町村によって違うのですけれど

も、私は１．５倍ぐらいまでも引き上げて、そして砂川市の子供たちがひとしく教育を受

けられるようにしていただきたいなと。先ほど冒頭で言いましたように、地方財政計画見

て、国の予算見ても今年度はそんなに厳しい予算状況でもないし、こういうことはできる

のでないかと考えるのですけれども、その辺は本当に全くお考えないのかお伺いしたいの

と、私の理解できないのは、どうしてクラブ活動費、ＰＴＡ会費、生徒会費、国が制度を



－119－

改善してこれを支給しなさいというふうに、しかしそれは市町村の判断にゆだねられてい

るから、してもしなくてもいいのだということで、砂川市の場合は支給していないのです

けれども、道の教育長はやっぱりそれはうまくないと、だから市町村に対しても、先ほど

言われた北海道新聞の記事によりましてもやはり市町村にも改善を促していきたいという

ふうに今述べていますし、改善のそういう指示があったのだろうと思いますけれども、な

ぜこれできないのか。本当に不名誉なのですけれども、砂川市の名前が、支給していない

という名前が一覧表に出てくるのです、全道の市の中で、中からも。ですから、これやっ

ぱり国が制度改善して、北海道の教育委員会もやはり支給するように改善しなさいと言わ

れているときに、なぜ砂川市の教育委員会はそれも新年度からではなくて２０１０年度か

ら既にやられていて、私にしてみれば、さかのぼってその部分も払ってあげるべきだとい

うふうに、ぐらいに思うのですけれども、それはなぜできないのか、再度お伺いをしたい

なというふうに思っています。

最後に、これは、子ども手当の関係は国の関係ですから、ここで私どもがどうのこうの

ありませんけれども、今お聞きしますと、いわゆる市の職員の事務も大変なことになるし、

もちろんその支給される人たちの金額や年齢その他が変わるのはそうだけれども、私は事

務処理に相当大変な実態になるのでないかなというふうにも思っておりますので、そのあ

たりは国のことでここでこれ以上議論してもしようがない話でありますけれども、やはり

きちっとした予算の関連法案も、予算が通ったのであれば、関連法案もきちっと通るよう

なことが必要でないかというふうに考えておりますが、そのあたりについてお伺いして、

２回目の質疑とさせていただきます。

〇議長 北谷文夫君 １０分間休憩いたします。

土田政己議員の２回目の総括質疑に対する答弁は、休憩後に行います。

休憩 午前１０時５２分

再開 午前１１時０２分

〇議長 北谷文夫君 休憩中の本会議を開きます。

総括質疑を続けます。

土田政己議員の２回目の総括質疑に対する答弁を求めます。

市民部長。

〇市民部長 井上克也君 ごみの不法投棄未然防止の関係で、議員のほうから看板につい

てごみの不法投棄禁止の表示のほかに監視カメラ設置中という表示を加えることがより効

果的だというお話がありました。本年度設置いたします看板につきましては、写真入り不

法投棄禁止看板を予定しておりまして、不法投棄禁止のほかに監視カメラ作動中、あるい

はまたあなたは撮られていますよといった表示を加えて設置をしていきたいというふうに

考えております。

また、ワクチンの関係でございますけれども、これにつきましては今後とも国の指示に
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従いまして適正に事務を進めてまいりたいと考えておりますし、また対象となるお子さん

を持つ親御さんにつきましては、きょうまで一切情報が来なかったという状況から、来週

月曜日にそれぞれ親御さんのほうに当面そういったことで接種を見合わせているという通

知を個別に通知するという予定をしてございます。

また、子ども手当の関係で大変処理事務に支障を来すのではないかということでござい

ますけれども、これにつきましては３月２日付で全国市長会が国に対しまして平成２３年

度子ども手当法案に関する緊急要請を行っております。その中におきましても、所得制限

を伴う児童手当が復活するということになりますと、地方自治体は新たに所得調査なども

実施しなければならない、膨大な費用と努力を費やしていくというようなことが要請され

ております。そういったことから、支給対象を特定する事務を行わなければならない電算

システムの関係、そういうことでいけば６月の定期支給ができない可能性も高いというよ

うなことから、住民に直接向き合って仕事をしている地方自治体、この混乱に対しまして

は住民の不満にもつながるというようなことで国会においては立法権を誠実に行使してい

ただきたいという緊急要請も行っておりますので、その点でご理解を賜りたいというふう

に存じます。

〇議長 北谷文夫君 経済部長。

〇経済部長 栗井久司君 私のほうからは、有害鳥獣の捕獲したシカなどの処分に当たっ

て、その処分する施設を今回国の鳥獣被害緊急総合対策事業で実施できないかというご質

問でございますが、まず最初に当市のエゾシカの捕獲実績なのでございますけれども、２

０年度が９８頭、２１年が６１頭で、２２年は１００頭ほど実績として捕獲してございま

すが、２３年度の目標は一応１５０頭ということで考えてございます。それで、国の緊急

総合対策事業、１年限りでございますけれども、ハード対策といたしまして、事業実施主

体は先ほどご答弁したとおり地域協議会でございますが、捕獲鳥獣を地域資源として活用

するための処理加工施設、いわゆる肉ですね、それとあと焼却する施設、これらも一応対

象になってございまして、補助率は２分の１でございますが、当市のように過疎地域の指

定を受けた場合は５５％となってございまして、４５％ほど持ち出ししなければならない

と。国の、こういう鳥獣処理場については、一応実績でやっているところが日高管内にも

ございまして、そこの事例を申し上げますと、大体年間２，５００頭ほどのエゾシカを処

理して、大がかりな施設、肉にしたり、それ以外の分は焼却するということでやっている

わけでございますが、そのようなたくさんエゾシカがとれるところはそのような形で考え

ていかなければならないかと思いますけれども、当市の、１年限りでございますけれども、

この緊急総合対策事業につきましてはハード的には電気牧さくを考えてございますし、ソ

フト的にはいろいろな講習会の開催だとか、それから一斉駆除の考え方だとか、そのよう

な形で、あと箱わなを購入したりとかということで国の予算の要望をしているところでご

ざいます。そんなような関係で２３年度のこの緊急対策における処理施設、処分の大がか
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りな処理場につきましては現在のところは考えてございません。

〇議長 北谷文夫君 教育次長。

〇教育次長 森下敏彦君 再度ご質問がございました。準要保護制度の認定基準のお話で

ございますけれども、議員さんおっしゃるとおり、現実のそういう地域社会の経済状況、

非常に厳しいものがあると、そのことは認識をしてございます。そういった中でも私ども

としては、経済的に困難なお子さんがいても、やはりひとしく教育を受ける機会を提供し

ていく、そのためにはどうしたらいいかという部分のところでこういった制度を活用しな

がら行っているところでございます。現在の基準につきましては、議員さんもご承知のこ

とと存じますけれども、生活保護世帯については要保護という形で、これは準保と違った

形で生活保護世帯の皆さんには保護費として認められていないような修学旅行費ですとか

医療費、こういった部分を見てございます。また、今回国が予算措置をいたしました生活

保護ではクラブ活動ですとかＰＴＡ会費、生徒会費、こういったものは見るようにしまし

ょうということで、国ではそういった形で要保護の世帯については生活保護費の支給と要

保護費の支給と重複しないように、な形で配慮しながら、連携を密にしながら、こぼれが

ないように支給対象とする、扶助費目に加えるようにということで通知があったところで

ございます。先ほどもご答弁をさせていただきましたけれども、準要保護世帯という部分

のところについてはかつて国では要保護と同じように補助制度で国が２分の１の財源措置

を行っておりました。これが平成１６年に改正になりまして、この国の補助制度がなくな

っております。その後につきましては、交付税措置という形の中で幾らか費用を見ていた

だいておりますけれども、２１年度までの状況といたしましては全体の費用に係る負担、

国が負担していただけるのは１６％ほどの交付税措置がされているというような状況でご

ざいまして、あくまでもこの制度については学校教育法で言っている生活、経済状態によ

って困難なお子さんの就学を確保するために、それに準じる皆さん、家庭の保護者に対し

ては必要なそういった措置をしていくというような形で制度運用されておりまして、先ほ

どもご答弁いたしましたけれども、その支給の費目ですとか額というものは市町村にゆだ

ねられているところでございます。現状のこの認定基準につきましては、全道で札幌市な

どは１．１倍という、その認定基準をほぼ生活保護世帯と同じような形のところの低い水

準になっております。高いところは１．５倍という、根室あたりはそういった部分で採用

はしてございますけれども、うちの１．３倍という部分のところについては道内的に見て

もほとんど平均的なところでございまして、決して低い状況ではないと。先ほどご答弁を

いたしましたけれども、年間の総収入で、家族構成で一定の基準設けておりますけれども、

大体４人、お父さんとお母さん、それからお子さん２人が就学しているという状態の中で

４６０万ほどの年間の収入の世帯の保護者の皆さんにはこういった扶助をしていこうとい

うことでございますので、現状として決して低い状況ではございませんので、私どもとし

ては現状の認定基準をそのまま適用していきたいということで考えております。
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また、クラブ活動費、それからＰＴＡ会費、生徒会費の関係につきましては、先ほども

若干重複しますけれども、現状の中でやはり他の保護者の皆さんとのバランス、それから

どうしてもそういう教育上行っていく上で市が負担をしなければならないものなのかとい

う部分で、これはもう各市町村、今それぞれ検討をしているところでございます。ただ、

現状といたしましては、やはり今見ているのは授業ですとか、そういった部分に直接的に

やはりこの費用を見なければそういった部分に影響が出るという部分のところについて、

費目については対象としながらやっているということでございます。現状といたしまして

は、他市のそういった状況も見ながら、今後本当に公費負担のしなければならないものな

のか、また他の保護者とのそういうバランスですとか、そういった部分もしっかり慎重に

考えて検討してまいりたいということで考えておりますので、ご理解を賜りたいと存じま

す。

〇議長 北谷文夫君 土田政己議員。

〇土田政己議員 最後の質疑をさせていただきますけれども、予算委員会もありまして、

そこでも具体的にも質疑はできますので、今の就学援助制度について今後も議論があると

思いますけれども、生活保護世帯の１．１とか１．３とか１．５とかといろいろあります

けれども、これも札幌市は１．１といっても生活保護基準が１級地とか２級地とか３級地

とかと違うので、それだけで１．１とか１．３とかと言えないのです。ですから、それは

そのパーセントだけでなくて、やっぱりそこのまちの経済状況も含めてきちっと把握して、

私はぜひ今の経済状況考えれば、子供たちのことを考えて引き上げるべきだなというふう

に思いますし、それからどうしてもわからない、最後のＰＴＡ会費とか生徒会費とかいう

のは国のほうは要保護者にはやるということになったのでしょう。今まではしていなかっ

たのだけれども、するという方針に制度改正をしたと。ただ、制度上準要保護の指定につ

いては市町村の判断にゆだねるというのですけれども、普通であれば、今まで皆さんは国

のほうで国の言うことに従う、従うというふうに言ったのだけれども、ここへくると、い

や、それは市町村の判断に任されているのだからということになって、新年度からでなく

て、私は２０１０年度から制度改正されているにもかかわらずそうなっていると思うので

す。ただ、これは今回先ほど言いましたように骨格予算でもありますし、政策にかかわる

こともあると思いますから、我々もこれからも委員会初め、今後もこれは大いに議論をし

ていって本当に砂川市に住む子供たちが安心してひとしく教育が受けられるような制度の

確立のために全力を尽くしていきたいなというふうに思っておりますことを申し上げて、

終わります。

〇議長 北谷文夫君 一ノ瀬弘昭議員。

〇一ノ瀬弘昭議員 （登壇） それでは、私も総括質疑を簡潔に、明瞭にお伺いしたいな

というふうに思っております。

私がお伺いしたいことは、一般会計の部分なのですが、総務費の関係で、提案説明によ
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れば、共用車の管理に要する経費ということで車両購入費が計上されておりまして、提案

説明の中で市長公用車とデボネアを１台にするということで、新たにその車両を購入する

という提案説明でありました。私がここでお伺いしたいのは、現在でもキロ数、あるいは

年式、古くなってきているのは存じ上げておりますけれども、そのことによってどのよう

な具体的に弊害があって今回購入したいとされているのか、その辺をお伺いしたいわけで、

過去の整備記録等々で実際にどれだけの経費がかかって、今後どれだけその経費が予測さ

れるのかも含めながら、その必要に迫られた状態というのがどういうことになっているの

かということでお伺いしたいというふうに思っておりますので、どうぞご答弁のほどよろ

しくお願いいたします。

〇議長 北谷文夫君 総務部長。

〇総務部長 角丸誠一君 （登壇） 共用車の購入の関係でございます。現在使用してお

ります市長専用車については、近年ブレーキ、マフラー、エアコン関係の故障等が多く、

修理が発生しているところであります。また、車検整備やタイヤ交換等を除く平成２０年

度から平成２２年度までの過去３年間の修繕費は、総額で４７万８，０００円に達してい

るところであります。１年平均では１５万９，０００円の修繕費の状況にございます。ま

た、最近の高速道路での走行時にハンドルに少しぶれが生じるようなことから、足回りや

ハンドル回りの故障のおそれも考えられ、搭乗者の安全性の確保が必要となっているとこ

ろであり、今後は経過年数や走行距離により、ブレーキ関係、足回り、下回りなどの修理

費が多額にかかることが想定されます。これらについては、約１００万円程度の修理費が

かかるということが想定されております。また、デボネアは、近年ブレーキ、マフラー関

係の修理が増加し、高速時走行で原因不明の異音がするなど、長年の使用に伴う故障が多

く発生しているところであります。両車両は、公用車の更新基準に達していることから、

２台の車両それぞれ車検切れに廃止し、効率的に１台の共用車として更新しようとするも

のであります。

〇議長 北谷文夫君 一ノ瀬弘昭議員。

〇一ノ瀬弘昭議員 ただいまのご答弁いただきまして、市長公用車の部分につきましては

３年間で４７万８，０００円の修理に金額を要したと、年間にすると約１５万９，０００

円ですか、１６万ほどの金額を要して修理してきたのだということで、今後に至りまして

はハンドルにぶれがあるということでハンドル、あるいは足回りの修繕が必要なのだとい

うことで、恐らくホイールバランスかハブか何かが、ハブベアリングか何かがおかしいの

か、ショックアブソーバーとか、そういうものを例えば直していかなければならないのだ

ろうなというふうに思うのですけれども、これ私が思うには、年数を重ねていくと車とい

うのは必ずそういう状態になるのです。例えば１０万キロになると、今タイミングベルト

つけている車って余りないけれども、そういうついた車だと１０万キロでタイミングベル

トを直さなければならないとか、ブレーキパッドなんかというのはもう常識の範疇なので
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すけれども、もろもろかかっていくものというのは、これはもう想定済みの話でありまし

て、マフラー等々もこれまで取りかえられたということなのですけれども、恐らく道路の

凍結防止剤等々による腐食等々もあったのかなというふうに思っているのですけれども、

私必要だなというふうに思っているのですけれども、考え方として必要だなと思っている

のは、まずこれ最初に言っておきましょう。私、市長公用車等々を必要でないという立場

ではないのです。必要だというふうには思います。その上での質疑なのですけれども、私

はどう考えても、１００万円今後かかるというふうに言われましたけれども、何年で１０

０万かかるのかちょっとわかりませんけれども、１０年かかれば１００万円かかってもそ

れは不思議ではないのですけれども、例えばエンジンが飛びましたとなると、例えばリビ

ルト品のエンジンを直さないで載せかえたとしたって３０万とか４０万の、工賃入れても

それぐらいの世界です。ミッションも大体それぐらいの世界なので、そういういわゆる心

臓部といいますか、そういう致命的な故障が起きたとしても１回それぐらいで直るのです、

車種によって違いますけれども。なので、そういった維持的経費を少々かけてでも乗れる

間は乗るという立場に立つのか、それともそういった維持的経費というのを使わずに新し

い車を例えば３００万なのか４００万なのか５００万なのか知りませんけれども、そうい

うお金を出して買うことが安いのか、費用対効果の面で、安心面からいけばそういった新

しい車を更新するというのは一番安心はできるのだとは思うのです。

だけれども、今のこのご時世、このタイミング、市民感情等一緒に考えたときに果たし

てそれが妥当なのかどうなのかということも同時に考えていかなければならないことなの

だと思うのです、私は。少なくても私が議員としてお給料といいますか、税金で食べさせ

ていただいていますけれども、とてもでないですけれども、そういった、うちは軽乗用車

しかありませんけれども、ぽっと新しいの買おうかという話にはちょっとなってこないで

す。すぐなってくる人がおられるのだとすれば、本当の高額所得者とか、大会社のそれこ

そもうかっている社長さんとかはそうかもしれませんけれども、ごくごく一部の話だと思

うし、おられることは私否定はしませんけれども、一般的に私も一人の市民ですから、私

も市民として考えたときにそうはならない、大多数の人はそうはならない、そういうふう

に私は思います。なので、必要な、公用車ですよ、必要だとは思いますけれども、受け入

れられるのかな、納得してもらえるのかなというふうに考えたときに果たして、１１年た

った車でしたか、１１年たって１６万キロぐらい乗られている車ですよね。デボネアのほ

うは、もうちょっと古いのだと思うのですけれども、２台を１台にするというところは評

価できるとしても、私は新しい車をどうしても買わなければならない、その必要に迫られ

た状態にあるというようなご答弁にはちょっと聞こえてこなかったのですけれども、１回

目でちょっとなかなか言えなかったのだというような、そういうのあれば、私は少なくて

も１回目のこのご答弁からすれば、今どうしてもこのタイミングで買いかえなければ市長

の業務に支障が来すのだというような、そういった心にどんと響いてくることというのは



－125－

何ひとつなかったのです。なので、その辺をもうちょっと詳しくご答弁いただければなと

いうふうに思うのですけれども、いかがでしょうか、お願いします。

〇議長 北谷文夫君 総務部長。

〇総務部長 角丸誠一君 まず、昨日も提案説明いたしましたけれども、市のほうには公

用車たくさんあるわけですが、基準としまして、まず１１年まず乗ると、それから１０万

キロ以上という一つの基準を設定してございます。現在の市長専用車につきましては、平

成１２年の登録車を平成１５年に中古で購入しました。経過年数は１１年でありまして、

２月１日、ことしの２月１日現在での走行距離数については１６万１，２２６キロであり

ます。車検については、来月の４月２３日までという状況になっています。一方、デボネ

アのほうは、平成８年に購入し、これは新車でありましたけれども、経過年数は１５年た

っておりまして、ことしの２月１日現在の走行距離は９万１，２９５キロに達していると

ころであります。１つは、この基準というのが目安として車の更新ということにしてきて

おりますし、なおかつ一番経年変化してきている状況の中でそういうハンドルが少しぶれ

てきたとか、それは１回点検等には出してございますけれども、それでもなかなか原因が

特定できないというような状況もありまして、これはやっぱり市長は砂川市の代表者であ

りまして、執行者でもあります。万が一のことあっては、それは大変なことになりますの

で、この機会に更新すると、それも２台の乗用車を１台にして共用車として活用していき

たいという考えでございます。

先ほど修理のお話しいたしましたけれども、これについては必ず生じるかどうかという

ことは、それはわからないところでありますけれども、一般的に今調べたところ１１年た

って１６万キロ以上超えた場合にはそういうブレーキ関係、ブレーキのキャリパーという

のですか、あのブレーキの油圧操作部分だとかの交換、あるいはエンジンのセルモーター

の交換だとか、それからハンドル回りのパワーステアリングの交換みたいなもの、それか

らショックアブソーバー、言われていましたショックアブソーバーの足回り、下回りとし

てはディファレンシャル用のベアリングという、そういった専門的なところになるのでし

ょうけれども、そういった部分がおのずと摩耗したりなんだりしてかえていかなければな

らないと。それらを合算しますと、大体１００万程度発生しますけれども、それが一遍に

来るのか、どういう状況で来るのかはちょっとわかりませんけれども、いずれにしてもそ

ういう修繕経費もこれから多額にかかっていくというようなことも見込まれますから、デ

ボネアは７月の２５日車検ですし、今の市長公用車は４月２３日車検ですから、２台使う

ことなく１台に共用して活用していこうという考え方でございます。

〇議長 北谷文夫君 一ノ瀬弘昭議員。

〇一ノ瀬弘昭議員 それでは、最後の質疑なのですけれども、わかりました。１００万円

かかるかもしれないし、かからないかもしれないし、それ以上かかるかもしれないし、そ

れは今後のこととしてわからないことなので、まあまあ言われている１００万円がかかっ
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てしまうであろうということで話を進めましょう。それはそれで、後に私がなぜこういう

こと言ったかということでお話ししますけれども、その前に１０年、１０万キロという基

準は設けているのだけれども、だけれども市長の公用車については１６万キロほど乗って

いますよということで、その基準にとらわれることなく乗っているということなのだと思

うのです。なのだと思うのだけれども、この１０年、１０万キロというのはちょっともう

時代になじまないので、もう言うのやめませんか、こういうこと。なじまないですもの。

だって、１０年、１０万キロを基準として取りかえている一般市民なんか僕も含めていま

せんから、少なくても。もう時代に、もう車の性能として１０年というのはわかるかもし

れないですけれども、１０万キロで壊れる車って普通ないですから、もう。大体３０万キ

ロ保証ということにはなりませんけれども、３０万キロぐらいは大事に乗っていれば乗れ

るということなので、皆さん、私も含めて大事にしながら、少ない給料の中からローンを

組んで一生懸命車を大事に乗っているのです。そういったときに果たしてぽんぽんと買っ

ていけるかといったら、ちょっと、もし市長がぽんぽんと買われるのであれば、それは市

長の身の丈に合ったことなのだと思うので、それは否定することも私全く思いませんけれ

ども、ただそういうぽんぽんと買える人というのはごく一握りだということです。本当に

もう皆さん生活していくことが必死で、お金、いわゆる生活保護でいったら、車持ってい

たら普通は大体受けれないのです、贅沢品とみなされるものだから。そういった贅沢品と

いうのまでお金を回していく余裕というのはないのです。なので、私が思うには、１００

万円かかるのかもしれません、今後。だけれども、その１００万円をかけた中できちっと

皆さん行革などで皆さんに、お互いにですけれども、市は市で行革も自分たちも血を流す

というか、そういうこともしているのだと思うのですけれども、私もそれはわかっていま

す。だけれども、一方市民の方にも各種補助金等々も削減して、とにかく今はこれで乗り

切ろうやということで負担を強いているわけで、そういったときに果たして、４００万か

５００万か知りませんけれども、その予算計上が果たして理解されるのかといったら、ち

ょっと私は、この間も私のほうの集まる会合があって、そのときにそういう話が出たもの

で、ちょっと私もこの件に関してはちょっと意見が一定程度あるのですけれども。

いずれにしても、繰り返しになりますけれども、しつこいようで申しわけないのですけ

れども、４００万か５００万か３００万かわかりませんけれども、そのお金を出して安心

と安全を買うというのは、それはわかります。わかります。私もそのとおりだと思います。

だけれども、今のこのご時世のこの状況考えたときに、たとえ１００万円というお金をか

かったとして、直す維持経費ですけれども、直しながら１００万円というお金に抑えて、

今後それが本当にだめだと、もうこれはもう壊れて壊れてどうもならないというまで何と

か頑張るのか、その辺が問われてくるのではないかなというふうに思うのですけれども、

いずれにしても２回目、最後にお伺いしたいのは、今回の予算計上について、２台を１台

にしますよと、そして新車を買いますよということなのだけれども、果たしてこれが本当
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に、本当に心の底から今のこのタイミングで市民の皆さんに理解されるとお思いなのかど

うなのか、ちょっとその辺お伺いできますか、よろしくお願いします。

〇議長 北谷文夫君 市長。

〇市長 菊谷勝利君 （登壇） 私のほうから、共用車に絡むご質疑ありましたので、申

し上げたいと思いますが、ただ、今一ノ瀬議員のほうから共用車というより、砂川市政の

財政状況等を加えたご質疑あったと思うのです。少しその辺含めながらお話し申し上げた

いと思うのですが、私今回は当初予算で１０５億３００万の予算を編成をして、慎重なご

審議をいただいて、この予算は全く私自身にとっては無駄でない予算であると、何として

も議員の皆さんにお認めいただいて市民の生活の安定のために使わせてもらいたいという

ふうに思っておるのです。

まず、申し上げたいのは、私平成１１年に市長に当選をさせて１２年目を迎えておるわ

けでありますが、そのときに大きな公約の一つに砂川市の財政をいかに健全な財政にして

市民要求にどうこたえていくかというのが大きな公約でもあったわけです。当時の財政状

況見ますときに、例えば起債の償還見ますと、あるときには税収より多いお金を起債の償

還に回さなければならない、あるいはこの起債が多いことによって次期の仕事ができない

というような問題から公債費、いわゆるお金の借りた適正計画立ててやってまいりまして、

何とか国から許可をもらいながらやってきていると。そういう中で取り組んだのは行財政

改革でありまして、ご承知のように私過去３回やりまして、７億１，０００万ほどの行財

政改革いたしました。もちろんこれには市民の方々も身の切る思いでご協力いただいたわ

けでありましたけれども、そのいわば前提は大体当初予算で当時から１００億前後の実は

予算のお金が必要だと、このうちの９０％は経常費予算であったと。しかも、この経常費

予算の中見ますと、歳入歳出を比べると、歳出が多くて歳入が少ない、大体２億から３億

少ない。したがって、砂川市の健全財政をするためには、やはりいかにこれをプラス・マ

イナス・ゼロにするかが大きな要因であったわけでありますが、例えば今さら申し上げる

までもありませんけれども、今年度の状況を見ますと、これが逆転をしまして、大体５億

ぐらいいわば経常費でも歳入が上回っていると。もちろんこれ当初予算でありますから、

これから新しい市長によっていわば政策予算を組むときにこれはまだまだ減っていきます

けれども、そういうふうにして私は行財政改革やりました。

その中の一つに市長の公用車がもちろんあるわけでありまして、これも行財政改革の一

環にのせながら検討すべきものだと、そうだと思いました。その一つは、市長専用車のた

めに運転者も専用の方がおられるわけです。それは、朝夕の送り迎えをしておったわけで

あります。そして、一たん役所へ来てみると、必ずしも朝から晩まで車を利用するという

ことがそうそう毎日あるわけでもない。したがって、この送り迎えをやめて自分の車で通

勤をする、あるいは公的機関を、バスを利用して来ることによって、これは専用のいわば

運転手というのは必要はなくなるのではないだろうかということで、私は嘱託職員に切り
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かえをいたしました。送り迎えはしないというようなことで、そういうことでやはり全体

の市長車をどうやっぱりやるかということで、決してこれだけ優遇してしたのでなくて、

やっぱり行革をしてきたと。しかも、私は当時新しい車を買うべき予算編成したのですけ

れども、当時の財政状況は大変苦しゅうございましたので、これをやっぱり中古にしたと

いう経過あるわけです。ところが、中古で経過をして、今見ますと、本当にそれがよかっ

たかどうかという問題があるわけです。もちろんやっぱり３年なり過ぎた車でありますか

ら、維持修繕費がかかってくる、同時に耐用年数もやはり中古であるだけにやっぱり短い

時間になる、そういうようなことからしたとき、やはり新しい車のほうがまずはいいので

はないだろうかということでやりましたのと、それから議会にもお願いをして、議長公用

車もたまたま年数がたってきた、市長公用車も年数がたってきている、そういう意味から

２台を１台にして、しかもこれを市長専用車だとか議長専用車でなくて、共用車にして、

あいている場合には使えばいいのでないだろうか、議会も使う、市も使う、もちろん市の

職員の副市長も使う、あるいは教育長も使う、一般の部課長も使うというようなことで、

そういうふうにして私は改革をしながら今日に至っているということなの。ですから、そ

の辺を全体的に見てこうあるべきかということを考えながら今日迎えて、今の財政状況か

らしてどうしても必要なこの車は購入せざるを得ない状況で、これを長もちさせるという

こと言うのは無理だと、やはりここで取りかえたほうが結果的には財政的にはいいのでは

ないだろうか、そういう意味で今回購入することに決めたわけでありまして、その辺の点

をご理解いただいてご賛同いただきたいというふうに思います。

〇議長 北谷文夫君 小黒弘議員。

〇小黒 弘議員 （登壇） 私も議案第８号の平成２３年度の一般会計予算についての総

括質疑を大きく３点について行わせていただきます。

まず、１点目は、本予算において財政調整基金に約２．４億円ほどの基金への積立金が

計上されていますが、特定目的以外、言うなれば市長が自由に使える基金、いわゆる貯金

ですけれども、これは幾らになるのかをまずお伺いします。

２点目には、共用車の管理に要する経費、今質問が若干ありましたけれども、車両購入

費についてお伺いをいたします。このたび購入する３，０００㏄の普通乗用車とワンボッ

クスタイプのハイブリッド車についてお伺いするわけですけれども、先日２１日に開催さ

れた総務文教委員会では一般会計の概要を説明する際に３，０００㏄乗用車を市長、議長

共用車、ワンボックスのハイブリッド車を市、議会共用車と言われましたが、おとといの

９日の提案説明の際には３，０００㏄乗用車を共用車と、ワンボックスのハイブリッド車

を多人数用途の共用車と説明されたのですけれども、委員会、議会とも公式な場であって、

なぜこのように説明の内容が変わったのかをまずお伺いします。

２点目には、結局この２台はだれがどのような目的で乗るのか、今一部触れられており

ましたけれども、再度ご質問をいたします。
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この点についての最後の質問は、それぞれ予算計上上の今の２つ、３，０００㏄の乗用

車、それからワンボックスタイプのハイブリッド車の関係ですけれども、大体幾らぐらい

の車両になるのかどうかお伺いします。

大きな３点目なのですけれども、こちらは教育費の幼稚園就園奨励補助金についてをお

伺いをいたします。私の調査によりますと、砂川市と近隣市町との補助金の額について大

きな差があります。もちろん砂川市が低いということですけれども、そもそも幼稚園就園

奨励補助金は私学助成のものであって、国の限度額が決まっています。教育委員会として

は、他市町との大きな差を認識していらっしゃるのか、またそうであるならば、砂川市が

低い理由は何なのかをお伺いしたいと思います。

〇議長 北谷文夫君 小黒弘議員の１回目の総括質疑に対する答弁は、休憩後に行います。

午後１時まで休憩いたします。

休憩 午前１１時４４分

再開 午後 １時００分

〇議長 北谷文夫君 休憩中の本会議を開きます。

引き続いて総括質疑を続けます。

小黒弘議員の１回目の総括質疑に対する答弁を求めます。

総務部長。

〇総務部長 角丸誠一君 （登壇） 私のほうから基金と公用車の関係についてご答弁申

し上げます。

最初に、基金の状況でございますが、平成２３年度当初予算における各種基金の年度末

残高につきましては、特定目的基金を除きますと、財政調整基金は１５億４，７４４万４，

０００円、まちづくり事業基金は１億１，５３０万９，０００円、社会福祉事業振興基金

は９，１０２万７，０００円、減債基金は１億１，０００、失礼しました、１億１３９万

５，０００円であり、総額では１８億５，５１７万５，０００円となるものであります。

次に、公用車の関係でございますが、最初に総務文教委員会の説明と違うのではないの

かということでございますが、２月２１日開催の総務文教委員会において平成２３年度予

算の概要として総務部所管の新規事業を中心に説明をしております。予算の概要、６ペー

ジ、５の財政運営の（１）、公用車更新事業として、共用車２台、専用車２台を購入する

経費として説明し、そのうち共用車の関係では、１台目の共用車は市長、議長用として乗

用車を１台予定しており、それは現在の市長公用車を廃止し、更新するとの説明をし、２

台目の共用車は議会、市役所用として８人乗りワンボックス車１台を予定し、現在のデボ

ネアを廃車して更新する旨の説明をしております。新年度予算の提案説明に当たりまして

は、多人数で利用する８人乗りワンボックス車の説明扱いを再考しまして、これまでのデ

ボネアの使われ方と違うことから、デボネアの更新という説明を訂正し、ワンボックス車

は新たに購入とし、市長車とデボネアの２台は廃車し、１台にして更新したいとするほう
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がわかりやすいものと考え、再整理したものであり、車の使途、台数、共用車であること

には変わりはありませんので、ご理解を賜りたいと存じます。

次に、だれが利用するのかということでございます。市長専用車、デボネアを１台とす

る共用車については、主に市長、議長の公務、出張などに利用するものでありますが、双

方が利用されていなく、特別職などの利用が生じた場合は利用していただくものでありま

す。ワンボックス車は、市役所側、議会側双方で多人数での移動などのために共用して利

活用するものであります。

次に、車両の予算でありますが、共用車は３，０００㏄、４ＷＤタイプの乗用車を購入

予定であり、予算計上額は５４３万９，０００円であります。また、ワンボックス車両は、

２，４００㏄の４ＷＤタイプのハイブリッド車を購入予定であり、予算計上額は４５９万

円であります。

以上であります。

〇議長 北谷文夫君 教育次長。

〇教育次長 森下敏彦君 （登壇） 私のほうから幼稚園就園奨励補助金が他市町に比べ

低くなっている要因とその認識についてご答弁を申し上げます。

幼稚園就園奨励補助金につきましては、就学前における幼児が人とのかかわりや基本的

な生活習慣を身につけるなど、小学校教育へのスムーズな引き継ぎが行われるよう幼稚園

教育の振興を図るため、幼稚園に就園している児童の保護者に対して経済的負担を軽減す

ることを目的として保育料の一部を補助するものであります。当市の幼稚園就園奨励補助

制度につきましては、平成１６年まで国から補助対象となる世帯区分ごとに示されていた

補助金をそのまま適用し、交付しておりましたが、平成１６年度に市民参加を得て行った

行財政改革において、国が示している負担率を超える補助金が交付されていたことや対象

となる市民税所得割区分の基準が地域の実態に合っていないことなどが審議された結果を

受けて、平成１７年度から対象世帯となる市民税所得割区分を地域の実態に合わせて見直

すとともに、国が示している各区分の補助金の負担率をそれぞれの幼稚園の保育料に乗じ

て得た額を幼稚園就園奨励補助金として交付するよう制度の見直しが図られたところであ

ります。他市町と比較した場合の補助金につきましては、近隣の滝川市、奈井江町、新十

津川町などより低くなっているところでございますが、この要因として他市町では国から

示されている世帯区分ごとの補助金をそのまま適用して交付しているところが多いことに

よるものであると考えております。幼稚園就園奨励補助制度については、国が全国の幼稚

園の保育料の平均や世帯の経済状況をもとに各区分の補助金とその負担率が示されている

ものであり、同制度の運用に当たっては国の考え方をもとに地域の実態に応じて適正な基

準を設けて交付されるべきものであると考えております。このことから当市の幼稚園就園

奨励補助制度については、国の制度運用の考え方に基づき地域の実態を加味して適正に運

営されていると認識しておりますので、ご理解を賜りたいと存じます。
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〇議長 北谷文夫君 小黒弘議員。

〇小黒 弘議員 最初に、基金についてお伺いをしたのですけれども、実は思えば六、七

年前の話ですよね、ここに私は砂川市の自立の方策という平成１６年８月に作成されたも

のを持っているのですけれども、このときは市町村合併、４市２町の市町村合併の検討会

が、協議会が設けられて、滝川の離脱によってこの合併がほぼ破綻になって協議会が解散

され、砂川市は単独で何とかやっていかなければならないというような時期でありまして、

このままいけば、その平成１６年当時ですけれども、砂川市の財政は入るお金より出るお

金のほうが多くなって赤字になってくると、今まで積んできた基金もだんだんなくなって

このままでは夕張のようになってしまうというようなことで、市長を筆頭に住民のもとに

説明会を何カ所も行われてきたことを思い出すわけですけれども、その当時は平成１６年

の基金というのは９億円を切るか切らないかという本当に厳しい状況であったと思うので

す。ところが、その後六、七年経過してことしのこの平成２３年度の予算では、先ほど総

務部長がご答弁あったとおりで、市長がある程度自由に使っていけるような今基金という

ことでお伺いしたわけですけれども、その合計額が約１８億５，５００万というふうにな

ってきたということが今報告されたわけですけれども、もちろんこれはもう市長の手腕に

よることであると思いますし、大変なご努力があったことでこのぐらいまでの基金の積み

立てができたのだろうというふうに思っています。ただ、そのときに砂川市の自立の方策

の中で今後の自立をしていくためには大変な痛みを伴っていかなければならないと、こう

やって市長も言われて、相当多くの市民サービス、あるいは補助金、いろいろなものが本

当に多くカットをされました。ところが、そのカットされたものは、今もってほとんど見

直しされたり復活されたりしてきているものはありません。つまり貯金はたまったのだけ

れども、切られた市民サービスはそのまんまというのが今の状態だと思います。

先ほどの幼稚園の就園の奨励補助の関係なのですけれども、次長のお答えでいえば、要

するにちょうどその平成１６年、行財政改革のときのお話でした。私は、まずそちらのほ

うからお伺いをしていきたいと思うのですけれども、こんなに基金がたくさんなった、あ

る程度ゆとりがあるというような状況になったにもかかわらず、その大変だと言っていた、

そしてこの市民サービスを切っていかなかったら砂川市はつぶれてしまうという、その状

況とほとんど変わらない状況で子育ての大事な幼稚園の奨励金というのが据え置かれてき

ているということが今はっきりわかったわけです。教育委員会としても、少なくとも周り

の市町よりは低いということは認識されているようです。ただ、それが適正に運用されて

いるのだというふうにおっしゃっているのですけれども、私はこの話はどこからまずどう

なったかということなのですけれども、幼稚園に子供さんたちを通わせている何人かのお

母さん、お父さん方から聞いたわけです。同じ幼稚園に行っているのに、このまちから来

た人とうちのまちから行った人と補助金の額が違うのだという話なのです。それも相当な

金額の差があるのだというお話を聞いて、それから私は調べ始めたのですけれども、愕然
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としたほどの金額の違いでした。これ具体的にある程度言わなければ理解がされないと思

いますので、この幼稚園の奨励就園補助金というのは、まず所得税、いや、市民税の区分

と、それから第１子なのか、同じ幼稚園に２人以上通わせているのか、あるいは小学校で

幼稚園の子供が一緒にいるのかということで変わってくるのですけれども、特に生活が相

当大変だろう、だけれども幼稚園に通わせたいという世帯の部分で他市町との比較を今お

話ししたいと思うのですけれども、例えば生活保護、あるいは市町村民税の非課税世帯の

第１子、初めての子供さんを幼稚園に通わせようということを例にとりますけれども新十

津川町、奈井江町、私赤平町も調べました。深川市も国の基準に準ずるというふうに規則

は書かれているので、同じです。第１子の場合、そちらのほうは年間２２万円の補助金が

出ます。ところが、砂川市は、これ平成２２年度ですが、砂川市は１１万７，２００円で

す。もうほぼ倍違う状況になっています。それから、例えばもう一つ、年収３５０万から

３７０万ぐらいのご夫婦とお子さん２人ぐらいいる平均的な家庭の場合でいって、その家

庭で年収のその部分で、では第１子の場合どうなのかということになるのですけれども、

そのときでも先ほど言ったとおり新十津川、奈井江、赤平、深川はこれ１０万６，０００

円、ところが砂川市の場合は６万７，４００円しか補助金が出ていません。これ現実の話

です。これだけ差があると、やはりお母さん方の中でも当然話題になります。おたくのま

ちはどれだけもらっている、でもうちのまちこんなにしかもらっていないという話が今現

実なのです。何で同じような幼稚園に通いながら、うちのまちとよそのまち、決して財政

豊かだと僕は思いませんけれども、よそのまちも、そこでこれほど補助金の額が違ってく

るということは直接的に何を思うかといったら、子育てに対する支援って足りないのでは

ないの、砂川市というふうに思われても仕方がないのではないかなというふうには私は思

うのです。

それで、この削減の効果は全く見事なものでして、先ほど平成１６年度に、奨励金のま

だ切る前の状況ですけれども、砂川市の一般財源から出ていたお金は１，０００約５００

万ほどありました。ところが、平成２１年度になると幾らになっているかというと、７１

０万円です。半分の行財政改革の効果があったということです。私は、この平成１６年度

の行財政改革のときに幼稚園の奨励金の補助をカットというか、削減するというか、見直

すことについて賛成しました。それは、これ以上このまんま続いていったら、砂川市は本

当に赤字になっていってしまうかもしれないという思いで賛成をしました。ところが、同

じ時期に滝川市で何が起こったかといいますと、幼稚園に通わせている、滝川市も同じよ

うにやっぱり国の基準を下げて市独自の基準を設けようと思ってやろうとしたのです。と

ころが、滝川市の幼稚園に通っている父母たちが抗議をしました。そして、教育委員会に

お話をして、結果的には少しほかのまちよりは下がってはいるのですけれども、砂川市ほ

ど落とすことはできないで今現在にきています。私は、砂川市の父母の皆さんがただ知ら

なかったのではないと思うのです。砂川市のいろんな危機的な状況をしっかりわかっても
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らえて、滝川みたいな大騒ぎにならなかったのだと私は信じているのです。では、だから

といって財政がある程度余裕を持ってこういうなってきたときに、そのまんまでいいのか

どうかということをやっぱり私たちはいつも考えていかなければいけないのだと思うので

す。同じように幼稚園通う子供たちに行政の手が、温かい手が、差別があっては、差があ

っては私はいけないと思うのです。この辺のことを教育長はどのようにまずお考えになら

れているのかということをお伺いしたいのですけれども。

それから、これはどこまで連動していくかわからないのですけれども、行政改革で平成

１６年１，５００万あった補助金が、先ほども言いましたけれども、今では７００万に落

ちているということの影響かどうか、直接的な影響かどうかというのは僕もちゃんと調べ

ていないからわからないのですが、ただ数字的なことからいえば、その平成１６年度のと

きはうちの幼稚園は天使幼稚園しかありませんから、その天使幼稚園の通っていた園児の

数を言いますけれども、平成１６年では２０３人の園児が通っていました。そして、その

補助金をもらえる補助の対象率というのは８０％あったのです。園児を通わせている８０

％の家庭では、補助金がもらえていたのです。ところが、平成２１年になると、その１６

年に２０３人いた園児が今天使幼稚園では１４１名になっています。何と６０人も園児が

減ってしまっているのです。そして、補助の対象率は６２％に落ちています。これ以上天

使幼稚園に通う園児が少なくなったら、もしかしたらこの天使幼稚園経営成り立っていか

ないかもわからないのです。そうなったら、砂川市、本当に困ります。あとは保育所に行

かせるか、家庭で面倒見るか、それしかなくなってしまうのです。それぐらいの私は今落

ち方だと思っているのです。これ６０人も落ちていくということは、多分年間二十数万円

の保育料だろうと思いますから、かなりの金額が収入減になってしまうということにもな

るわけです。さっきも言ったように、それが本当に直接的に影響があるのかどうかはわか

りません。わからないのだけれども、この現状というのをやっぱりしっかりとらえていく

必要はあるだろうなというふうに私は思っています。先ほども教育長にお伺いするとお話

ししましたけれども、もう一点お伺いするのは、今後どうするおつもりかなのです。この

他市町、特に近隣です。本当に隣り合っているまちの中で砂川市がかなり、さっき数字を

申し上げたとおりで、低いというこの現状をこのまんまほっておいていいとお思いなのか

どうかということをお伺いしたいと思います。

それで、こうやって子育てに対してかなり行財政改革の効果をしっかりとなってきた段

階で基金も積み上がってきた、先ほどの共用車の話を、質問をさせていただきたいのです

けれども、先ほど一ノ瀬議員のご答弁の中で市長はこんなようにおっしゃられました。私

が今言ったように、１６年からの行財政改革を何回もやってきた、そろそろ基金もいい状

況になってきて、少しゆとりが見られるような状況になってきた、私からしてみると、だ

から２台の３ナンバーの高級乗用車を買おうというふうに聞こえたのです。１台は、先ほ

どの５４０万、３，０００㏄の４ＷＤです。もう一台は、これワンボックスカーのハイブ
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リッドといったら、エスティマか、今アルファードという車しかないのです。それぞれ高

級車です。当然４５９万円です。これ２台合わせると１，０００万です。片や就園補助金

に７００万円切っておいて１，０００万円、僕はあえてこんな挑発的な話今していますけ

れども、そういう気持ちになるのが市民の感情ではないかなと私は正直思います。今その

公用車の関係でだれが乗るのですかと端的にお伺いしましたよね。そしたら、やっぱり市

長と議長と、それから市長と議長が乗らないときは特別職が乗ると、それは３，０００㏄

の４ＷＤ、多分クラウンとかセドリックとかという、こういう車種だと思うのですけれど

も、それからエスティマではなくてワンボックスカーのハイブリッド車のほうは議会か市

役所が乗ると。誤解がないように、市民に誤解がないようにここで言いたいのですけれど

も、クラウンクラスの乗用車、あるいはワンボックスカーのハイブリッド、これも議長、

議会と入っていますけれども、議会全体でこういう車が欲しいと要望したことはないとい

うふうに私は思っていますが、少なくとも私はその話し合いには参加しておりませんが、

どこかから議会がどうしてもというお話が出たのでしょうか。あえてわざわざ市長、議長

共用車、それから市役所、議会の共用車、こういうふうにおっしゃられるというのはそれ

がない限りはどういう理由でこういう車を買おうというふうになったのかが私には理解が

できませんので、ぜひともその辺のところはお伺いしたいと思っております。

それから、先ほどの総務部長のご答弁で、やはりクラウンタイプのそういう乗用車は市

長が特に乗る車なのだろうなというふうにわかりました。市長は、もともと持論としてず

っとおっしゃってこられたのは、市長はもう激務なのだから、当然その市長専用車があっ

ても必要だと、これ言うにはばからないで今までやってこられましたよね。それはそれで

市長の考えとしては全く別に、私は違いますよ、全然、その感覚とは違うけれども、市民

から選ばれた市長がそういうふうに思うということは、それで３期もやってこられたとい

うことは、それはそれでもう認めざるを得ないのです。だけれども、僕が問題なのはこの

時期なのです。市長は勇退されると、もう宣言されたのです。もう次の市長にはならない

のですよ、市長。今これから私たちも市長になろうとする人も選挙あるのです。そういう

時期になぜやめられる市長が市長の乗る車を今買わなければならないのかということなの

です。これもしかして今僕らが賛成してこの市長、議長共用車を買ったとします。ところ

が、今度市長選挙に立つ人がおれは市長専用車なんて要らないと、どこかのまちの人みた

いに、いや、おれ軽の乗用車でいいのだという人かもしれないし、あるいはこれもよその

町の町長みたいに、なるべくなら電車や公共機関使う、町内で動くのだったらタクシー使

う、こういう人がもし当選したらどうなります。その人は、今度買った市長専用車を競売

にかけてなくすか、どうするかということをするわけです。何でやめていかれる市長が今

次の市長のための専用車を買わなければならないのでしょうか。これは、もう全然時期的

にも何にしてもおかしなときです。この市長が、議長も一緒でもいいですけれども、乗る

車は選挙をくぐった新しい市長がどうするのかという、まさに政策的な予算のはずです。
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市長選挙のときに市長専用車を廃止しますと立つ人もいれば、市長専用車は必要ですと立

つ人もいるのです。市長もこの経験は味わってこられてきていると思うのですけれども、

市長の乗る車をどうするかというのはそれほど市民にとっては関心の高い、市長選の十分

政策的な対立となり得る案件です。ですから、次の市長になった方が、もうすぐ４月です。

５月になったら、新市長が誕生するのです。その人が政策予算をちゃんと出すのが６月で

す。だから、そのときに自分の市長がなった人が思いとしてきちっとそのことを提案すれ

ばいいのではないですか。そのときには私たち議員も新しい議員がそろっているか、私も

この席に立っているかどうかわかりませんが、その皆さん方が決めればいいことではない

ですかと私は思いますが、市長は首を横に振っていらっしゃるので、ぜひその辺のことも

含めてご答弁いただければと思います。

〇議長 北谷文夫君 副市長。

〇副市長 小原幸二君 （登壇） まず、共用車の件でご答弁を申し上げたいというふう

に考えますけれども、今議員は共用車、市長専用車というお話をされましたけれども、こ

れは政策予算だというふうにおっしゃられました。私どもは、これは政策予算でも何でも

なくて業務上必要な車であるというふうに実は認識をしております。そんな関係で業務的

な話を若干申し上げますけれども、市長は時間から時間で動いているというような状況が

実はございます。１つには、例えば札幌へ行く場合に業務的には例えば道庁へ行くという

ような部分もありますし、さらに開発局というようなこともあります。さらに、石狩川開

発建設部、それから札幌土木現業所、これかなり道庁とは距離が離れております。そんな

関係でこれは共用車というか、公用車でなければ非常に都合が悪いというような状況もあ

ります。さらに、岩見沢なんかも例に挙げますと、岩見沢、今現在空知総合振興局でござ

いますが、空知総合振興局へ行く場合もある、それから国の出先機関、道の出先機関、農

業事務所ですとか東部耕地出張所というような部分もあります。この公用車があることに

よってそういう出先にもスムーズに出かけられるというような部分がありますし、そうい

う状況の中で今まで業務を遂行してきていただいた中では、例えば例を１つ申し上げます

と、北海灌漑溝の三砂地区のサイホン化の問題が１つはございます。そんな関係で農業事

務所、東部耕地出張所等々も相当出向かれております。そんな関係もあって、これは当初

相当砂川の負担が予定されておりました。これ何億も負担が予定されておりましたけれど

も、これは政治的な首長、トップの要するに交渉というような部分もあって、相手方も相

当配慮をしていただいたというような状況もあって、億の負担金が何千万に縮小されたと

いうような実は部分もありますし、例えばこの近隣で申し上げますと、例えば石狩川河川

事務所、それから道路事務所、それから滝川の土木現業所というような部分もあります。

さらに、東京へ出張する場合については、新千歳まで時間から時間まで結局行かなければ

ならないと。これは、なぜ今更新しなければならないかという部分については前段、一番

最初申し上げました業務用必要だというような部分で申し上げましたけれども、今この市
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長の行動、さらに議長もそうですけれども、この行動については途中で、今前段総務部長

のほうから申し上げましたように、車が今現段階でも非常に調子が悪いと、ハンドルにぶ

れだとか、ブレーキの調子が悪いだとか、それからデボネア等々については高速道路なん

かを走るときに、私もデボネアには何回か乗っておりますけれども、ある一定の速度にな

ると異常におかしな音がするというような部分もありましたし、さらにホイールのナット

が外れたような音も実は私自分の耳で聞いております。そんな状況の中で首長が途中で事

故があったときに、いろいろな仕事の関係ですとか、会議の関係等々についてはおくれら

れないというような状況もありますから、そんなような状況でこれは買わなければいけな

いというような状況がございます。

それと、若干蛇足になりますけれども、今クラウンというようなお話でございますけれ

ども、これは他の自治体、隣町の奈井江町長については公用車を廃止というような状況も

ありますけれども、例えば隣町の上砂川、例えば新十津川、浦臼等々についてはクラウン

より格上の車を市長、町長公用車として使っておられるというような状況もあります。さ

らに、いま一度お考えいただきたいのですけれども、今これだけモータリゼーションがそ

れぞれ発達して、車がなければ日常の仕事も非常に非効率的になるというような状況があ

ります。そんな状況があるだけに、この公用車がなかったら、相当不便な状況になってく

るというようなことも想定されます。さらに、もう一点申し上げますと、市長も議長も市

民の代表であり、さらに議長は議会の代表でもある、それぞれ市民の負託、選挙の洗礼を

受けて出てきているというような状況の中で他の自治体、これは比較になりませんけれど

も、他の自治体の公用車よりも格下のクラウンというような状況でございますから、そこ

ら辺についてはこれはぜひ公用車は必要だというような部分でご理解をいただきたいとい

うふうに考えるところでございます。

〇議長 北谷文夫君 市長。

〇市長 菊谷勝利君 （登壇） やめる市長が次の市長のためになぜ車を買うのだという

ことなのでしょうけれども、たまたま私の任期中に市長専用車は車検をとらなければなら

なくなってきたのです。したがって、これを車検をとるのか、新しい車を買ったほうがい

いのか、加えて７月になると、たしか議長もそういうこと、したがってそういういわば決

断をしなければならないときなのです。私自身は、前々から言っているように、市長の専

用車本当は欲しいなというつもりでやってまいりましたけれども、行革の一環として共用

車に切りかえをするというふうになったわけでありますから、私自身は必要であるという

ふうに思ってきたわけだから、当然次の市長の方もその車を利用されてやるべきであるだ

ろうと、それが為政者の責任だと私は思っている。次の人はどうでもいいのだと、そうい

う無責任なことはならないと。あなたは、必要だと車今まで乗っていたのに、今度の市長

乗るのはどうでもいいのだというふうな理論には私はならない。ですから、これが例えば

車検がもっとおくれるのだと、新しい市長のときに車検が来てどうするかという判断をす
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る時期ではなくて、現市長の段階でもう既に車検が切れたとすれば、乗ることはできない

という状況だから、今内部で十分検討したときに私自身は今後ともどなたが市長になって

も必要なものであると、そういうことで今回２台を１台にしたということでございます。

〇議長 北谷文夫君 教育長。

〇教育長 四反田孝治君 （登壇） お尋ねのありました幼稚園の就園奨励補助金につき

まして、教育委員会の考え方はどうかというお尋ねがありました。私は、この制度につき

ましては就学前の教育の充実を図る上で幼稚園就園に係る保護者負担の軽減につきまして

は就学前の教育を義務教育のほうにつなげていくということでは大変重要なことであると

いうふうに認識をしております。ただ、この保護者負担の軽減につきましては、先ほど議

員さんのお話にもありましたとおり、砂川市が自立の道を歩むことが必要であるという、

そういうことから早い年度から行政改革が進められまして今日に至っているところでもご

ざいます。制度の話は、十分議員さんもご承知だと思いますけれども、現在この制度の国

の基準による国の補助につきましては３分の１以内ということになっておりまして、１０

０％の補助ではありません。ただ、ことしのお願いをしている２３年度の予算ベースでい

きますと、現状の制度の中では８６９万２，０００円をお願いをしておりまして、補助金

につきましては２１．６％の１８７万７，０００円を見込んでおりまして、一般財源の持

ち出しが６８１万５，０００円という、そういう状況にありまして、年々この一般財源の

持ち出しが多くなってきているというのは現状であります。ただ、この制度につきまして

は、私ども十分関心を持って調査をさせていただいておりますけれども、現在道内の市町

では議員さんがお話のありました額の高いとか低いとかという、そういう問題以外に地元

以外の幼稚園に就園する方については補助金については対象外とするところや、あるいは

市町村民税の所得割の課税されている方は対象外にしているという、そういうところも現

在出てきている状況であります。このような状況でございますので、砂川市といたしまし

ては国が定めております保育料の全国平均の年額の２９万９，０００円を国は基準として

定めておりますけれども、砂川のお子さんが通う地域の実態を調査をさせていただきます

と、２２年の砂川市の市民のお子さんが１３５人が通う天使幼稚園におきましては年額で

２２万４，４００円であります。さらに、隣まちの滝川幼稚園に１２名が通いますけれど

も、これが２１万円。それと、３０人が通う新十津川幼稚園につきましては２４万円とい

う、そういう額でございます。それと、お一人が通う奈井江幼稚園が２０万６，０００円

ということでありまして、いずれも全国の基準の平均値より低い額となっておりますので、

砂川市におきましては国の基準ではなく、砂川初めそれぞれの地域の保険料で基準を定め

させていただいて現状まできているのが現実でございます。

それで、先ほど補助金が低いから砂川の天使幼稚園の運営に影響が与えるのではないか

というお話がございましたけれども、これはまさしく議員さんがおっしゃっていた年度か

ら、現状の年度からいいますと、大変少なくなってきているのは現実でございますけれど
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も、これが補助金の額が定額であるということで直接的な天使幼稚園の経営に大きく影響

を及ぼすというふうに私どもは考えておりませんで、他市町村の幼稚園に通われているの

はやはり砂川の保護者の方がそれぞれのご事情でそれぞれの地域のサービスが違うところ

に入所されて、入園されているのではないかなというふうに考えているところでもござい

ます。

それと、砂川市は今後どうするのかというお尋ねが最後にございました。これにつきま

しては、教育委員会といたしましては、この制度につきましては少子高齢化の中の少子の

部分で子供さんを大切にするということで、保護者の負担も軽減するという国の制度でご

ざいますから、これらの国の制度の趣旨を十分生かした中で地域の実態に応じた砂川らし

い今の基準で制度を運用してまいりたいというふうに考えておりますので、この点につき

ましてもご理解を賜りたいと存じます。

〇議長 北谷文夫君 小黒弘議員。

〇小黒 弘議員 私には３回の質問しか許されていませんので、最後の質問になるのです

けれども、教育長は僕の質問に答えられていませんよね。教育長は、そういう答弁される

方とは僕は思っていないのです。子供たちのこと、よく考えてくれていますよね。学校教

育のことも幼稚園のこともです。できればよそのまちの子供と同じような、そういう教育、

幼稚園も教育の一環だと思うのですけれども、そういうものをやはり子供たちに与えたい

という思いは一番強い人だと思っているのです。だけれども、これだけの現実がある、こ

れだけの差があることをそのまんま継続しようと今おっしゃいましたよね。それは、どこ

から出てくる本当に言葉なのでしょうか。だって、よそのまちと倍以上違うのです。いや、

倍以下です。それで、うちのまちは子育てで教育にもちゃんとしているのだと言えるので

すか。さっきどなただったか、土田議員のご答弁の中で周りと比べてそんなに遜色ありま

せんと言って、要保護、準要保護のことですけれども、今回は遜色あるのです。しかも、

大きな差があるのです。それを見直すなり検討するなりの言葉もないで、今の現状のまん

ま維持するとおっしゃる教育長の気持ちが私にはわかりません。もう一度お答えください。

本当にこのまんまでいいのですか。

同じことですけれども、市長、副市長も何ですか、僕にしてみたら、新十津川の町長と

上砂川の町長と何の車乗っているからって、そっちのほうが格が上で、下だなんていうこ

と、何にも興味ありません。何なのですか、それ。本当に情けないです。今砂川のまちは

どうなっていると思いますか。今倒産する、閉店する、お店を一時お休みする、こういう

企業や商店が相次いでいるのです。子育ての世代は、だんなさんだけの収入ではやり切れ

ずに、奥さんもパートなんか頑張って一生懸命子育てしているのです。建設業界は、公共

事業が削減されて苦しんでいるのです。そうして、高齢者は死、死ですよ、死ぬというこ

とを大きな大きな難題抱えながらでも少ない年金頼りに毎日毎日つつしまやかに暮らして

いるのです。僕今いろんなところ歩いて回っています。砂川のほとんどの人たち、こうい
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う生活です。市長が専用車を持って、運転手も嘱託になった、その生活とはまた違う生活

が砂川市内ではあるのですよ、市長。今私たちが考えなければならないのは、市長、議長

の公用車の購入ではなくて、子育て支援が十分なのか、市民の皆さんが本当に日々安心し

て安全で暮らしていけているのかとか、そういうことなのだろうと思うのです。多少なり

とも基金が積み上がっていったのならば、何でそういう部分にいち早くその基金を入れる

という施策ができないのでしょうか。滝川市は、保育料を全分類で１０％削減するとこの

前新聞に書かれていました。どうしてそんなに隣のまちで考え方が変わってくるのでしょ

う。さっき副市長がおっしゃられたのは、クラウンかエスティマかもうわかりませんが、

この２台は業務上必要な車であるとおっしゃいました。細かく道庁行ったときとか、どこ

かの役所行ったときとかのお話をされました。僕も日常車乗っていますから、車が大事な

ことはよくわかります。業務上必要な車は、当然必要だと思います。だけれども、隣のま

ちよりは格が上とか下だとかという車、ではそういう車が業務上に必要な車なのですか。

５００万、４００万出した車でないと業務上の車として使えないのですか。僕は違うと思

います。これ以上言っても、ただただ自分がしゃべっていることがむなしくなってくるの

で、もうこれ以上のお話はしませんけれども、少なくとも今の砂川の市内の経済状況、ま

ちの状況、いろんなものを考えたときに、そしてこれから市議選、市長選があるこの時期

に市長、議長共用車は私は必要ないというふうに考えております。何かご所見があれば、

教育長も含めてお伺いします。

〇議長 北谷文夫君 市長。

〇市長 菊谷勝利君 まず、幼稚園の就園補助の関係について私のほうから申し上げたい

と思います。

私も議員生活も長くて、就園補助制度を砂川導入するのがおくれました、他市より。そ

れで、議員の立場で、少なくとも国がせっかく今まで国民の願いを何とかしてくれという

ことで制度をつくったのに、市はなぜやらないのだろうというようなことで、当時の予算

は予算の範囲内でということであったようです。当時５，０００円ぐらいだったと思うの

ですけれども、入れられた経過あります。ただ、議員の立場になればそうなるのでしょう

けれども、砂川市政全体を見て悪いところだけピックアップしてそれはどうなのだと、そ

れでは逆に言うと他市より誇っているものは下げろということなのでしょうか。やっぱり

それぞれの市政によって、まちによって福祉の中でもこれに重点的な予算編成をする、し

たがってこちらのほうはもうちょっと待ってくれというような、そういう予算というもの

はあるべきものでありまして、すべて均衡に最高のものということには私はならないと思

うのです。したがって、よく砂川市の全体の予算の中でどうなのだろう。例えば教育の問

題でも、耐震性でもこの空知管内でも１番になるように耐震にやりました。他市は６０％

から７０％です。それでは、３０％要らなかったのかということになるのです。ですから、

私は、予算全体の政策の中で、あるものは他市より誇るものもあると、あるいはあるもの
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は他市より劣るものもあると、それが予算全体の私は中身だと。言われていることは、私

わからないわけでありませんし、今後の市長がそういう問題に目を触れて優先順位はこれ

だというふうになれば、そういうことになるだろうけれども、今の私の中はあくまでもこ

の３月議会というのは予算議会でありますから、予算の政策の選択の議会でありますから、

私の期間中においてはいかに言われようと予算にないものをやりますということにはなら

ないわけでありますから、その辺はひとつご理解をいただきたいと。

それから、副市長はちょっと答弁に行き過ぎた点もあるけれども、そういうことではな

くて、必ずしも今市長の車、あるいは共用車が他市よりも誇った特別いい車を入れようと

しているのではないのでないかと、他市町村ではこういう車も入っていますよと、そうい

うことを実は言っているのです。私もこの公用車なり、あるいは共用車なり買うに当たっ

て、やはり何とかお金のかからない方法ないだろうかということで、私は一ノ瀬議員にも

お答えしたようにどうしても公用車は必要だと。だけれども、今のまま公用車を買うこと

は、市民的に合意を得られないだろうと。そういう意味では、やはり専属の運転手はこの

際廃止をすると。そういうことを申し上げているのと同時に、議長、市長の専用車から共

用車にして１台にすると。したがって、そういう全体のところを見ながら予算のありよう

というものを酌み取ってもらいたいということでございまして、副市長の行き過ぎた点も

あったかと思いますけれども、言いたかったのは決して他市より一番立派な車を市長の専

用車にするとか、議長の専用車にするというのではなくて、そこそこの車を欲しい、まず

車は必要だと、そういうことでご理解いただきたいと思いますし、幼稚園の就園補助につ

いても全体的な予算の中で今後やはり検討していくものは検討するようになるのだろうと、

私はそう思っております。

〇議長 北谷文夫君 教育長。

〇教育長 四反田孝治君 議員さんからお尋ねのありました砂川の教育行政につきまして

は、私は子供を思う気持ちはだれにも負けないつもりで担当させていただきました。ただ、

この補助金につきましては、補助金の制度につきましては市全体の行財政改革の中で実施

をしてきているものでございまして、ただこれは今後の見直し等については私は今回の答

弁の中で触れておりませんけれども、全体的にはやはり市全体の中の行政改革の中で話し

合いがされるというふうに考えておりますし、現状の中では今砂川市の教育行政が進めら

れております学校教育、社会教育すべての面で子育て支援等々につきまして全体を見てい

ただきましてぜひ判断をしていただきたいものだなというふうに思っておりまして、本当

にこの件に関しては他市町村よりは高い低いの問題はもうこれ十分認識をしておりますの

で、今後の絶大な課題になっているということはもう十分承知をしておりますので、市全

体の行政改革の中で話し合いがされ、それぞれ方向性が見出されるものであるというふう

に認識をしておりますので、総体的にご理解を賜りたいと存じます。

〇議長 北谷文夫君 他にご発言ありませんか。
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〔「なし」と呼ぶ者あり〕

なければ、これで議案第８号の総括質疑を終わります。

１０分間休憩いたします。

休憩 午後 １時５７分

再開 午後 ２時０５分

〇議長 北谷文夫君 休憩中の本会議を開きます。

総括質疑を続けます。

続いて、議案第９号の総括質疑を行います。

質疑ございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

これで議案第９号の総括質疑を終わります。

続いて、議案第１０号の総括質疑を行います。

質疑ございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

これで議案第１０号の総括質疑を終わります。

続いて、議案第１１号の総括質疑を行います。

質疑ございませんか。

土田政己議員。

〇土田政己議員 （登壇） それでは、議案第１１号 平成２３年度砂川市介護保険特別

会計予算について質疑をさせていただきます。

市長の予算編成方針によれば、平成２４年度から始まる第５期砂川市老人福祉計画・介

護保険事業計画を策定するとなっておりますけれども、政府は平成２４年度の制度改正に

向けて介護保険法の改正案を今国会に提出するようであります。それによりますと、介護

保険の給付費が大きく伸びているために、６５歳以上の介護保険料は、市町村が３年ごと

に改定するようでありますけれども、平成２４年度以降は大幅に引き上がるのではないか

というような心配がされておりますが、砂川市の場合の見通しについて、まずお伺いをい

たします。

２点目に、今度の政府予算を見ますと、政府は特別養護老人ホームのユニット型個室に

生活保護受給者も入居できるように、社会福祉法人が生活保護受給者の負担軽減を行う場

合、その一部を国が補助を行うというようでありますけれども、その内容と砂川市の福寿

園への生活保護世帯の入居は可能なのかどうかお伺いをいたします。

〇議長 北谷文夫君 市民部長。

〇市民部長 井上克也君 （登壇） 介護保険の関係でございます。政府は、平成２４年

度の制度改定に向けて、平成２４年度以降大幅に保険料が引き上がるのではないかと心配

されていますが、砂川市の見通しについてどうであるかというご質問でございます。国で
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は、介護保険料の上昇を抑制するための財政安定化基金の取り崩しなどを盛り込んだ介護

保険法等改正案を閣議決定し、国会に提出する予定となっております。この改正案では、

平成２４年度を初年度とする３年間の第５期事業期間を見据え、医療と介護の連携の強化、

介護人材の確保とサービスの質の向上、認知症対策の推進などのほか、介護保険料の急激

な上昇の緩和を図ることとしており、保険料につきましては第４期の全国平均月額４，１

６０円が自然増や介護報酬の改定などにより５，１８０円に上昇すると試算されたものの、

この上昇を緩和するために都道府県に設置されている財政安定化基金の取り崩しと第４期

中の市町村準備基金の取り崩しにより５，０００円程度に抑えたいとしております。本市

の平成２１年度から平成２３年度までの第４期介護保険料は４，３００円ですが、平成２

４年度から第５期介護保険料の算定に当たっては、平成２４年度から平成２６年度までの

事業期間の高齢者人口や要介護認定者数、介護サービス料の推計をもとに国の介護報酬改

定などを加味しながら、３年間を通じて介護保険財政の均衡が保てるよう、国の法改正を

注視し、適正な保険料の設定に努めてまいりますので、ご理解を賜りたいと存じます。

次に、政府は、特別養護老人ホームのユニット型個室に生活保護者も入居できるように、

社会福祉法人が生活保護受給者の負担軽減を行う場合、その一部を国が補助をするようだ

が、その内容と福寿園への入居は可能なのかというご質問でございます。社会福祉法人等

による生活困窮者に対する介護保険サービスに係る利用者負担の軽減につきましては、制

度により介護保険サービスを提供する社会福祉法人等が生計困窮者の利用負担を軽減する

場合、国、都道府県及び市町村がその費用の一部を助成する事業であります。この事業で

は、これまでは生活保護受給者は対象外でしたが、社会保障審議会での生活保護受給者も

ユニット型施設への入所が可能となるよう支援のあり方について検討すべきとの意見を踏

まえ、国では平成２３年度から生活保護受給者の個室の居住費に係る利用者負担額につい

て軽減対象に含めることといたしました。現在国から要綱改正の通知は発出されておりま

せんが、改正されますと、ご質問の福寿園につきましても入居可能となりますので、社会

福祉法人における当該事業への取り組みを支援してまいりたいと考えております。

〇議長 北谷文夫君 土田政己議員。

〇土田政己議員 それでは、再質疑をさせていただきます。

先ほどご答弁ありましたように、国は介護保険法の改正案を今国会に提出するというこ

とでありまして、まだ決定されたわけでありませんから、私も深くはお聞きいたしません

けれども、砂川市もそれに基づいて介護保険の福祉計画を立てるということでありますが、

非常に私も心配しているのは、先ほどの説明もありましたように、現在の介護保険料の全

国平均が４，１６０円、それがその法律に基づいてやると５，１８０円になり、少し軽減

しても５，０００円ぐらいだというふうに言われていますが、砂川市は現在４，３００円

と国よりも負担が大きいのです。そうすると、５，０００円ではおさまらないのでないか

という心配がありまして、これは前回も砂川市は三千幾らから四千幾らに引き上げざるを
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得なかったという状況もありますけれども、さらに１，０００円近く引き上げなければな

らぬということは、これは非常に介護を抱えている家庭とか介護保険者の皆さんの負担、

６５歳以上の方ですから非常に負担が大きくなるのではないかなというふうに言えます。

先ほどお話ありましたように、安定化基金とか準備基金などを活用して幾らか下げるとい

うことでありますけれども、実際には先ほども話ありましたように下がっても１８０円ぐ

らいしか全国平均で下がらないわけで、５，０００円を超える自治体が多く出てくるので

ないのかという心配がありますので、先ほど部長は適正なというふうに答弁されたのです

けれども、見通しとしては私自身も砂川市の場合でも５，０００円超えるのでないかと思

いますが、そんなことはないのかどうなのか、ちょっともう一度お伺いしたいなというふ

うに思っております。

それから、２つ目の特別養護老人ホームのユニット型の個室、これは砂川市が新しい福

寿園を建設するときもすべてユニット型で、その最大の課題はいわゆる生活保護世帯が入

居できないというのが、したがって多床室も幾らかならないかというようなことでも随分

質疑もされた点もあるのですが、残念ながら国の制度上すべて個室にしなければだめだと

いうことで、すべて個室にされて、生活保護受けている方は砂川市以外の施設に入所しな

ければならないという残念な結果になっていたわけでありますけれども、これも全国的な

市民運動や皆さんの声が届いて、やっと個室についても国がその一部の補助を、入居する

場合には一部の補助金を出すようになりました。今の部長の答弁を聞きますと、砂川市で

もそういうことが可能だというふうに言われているわけでありますけれども、その場合、

もう一度改めてお伺いしますけれども、市の負担が、さっき国と道と市のというふうに、

一部負担というふうに言われましたけれども、砂川市の負担があるのか、もしあるとすれ

ば負担割合は、国と市と道の負担割合はどのようになっているのかお聞きしたいと思いま

す。

〇議長 北谷文夫君 市民部長。

〇市民部長 井上克也君 まず、介護保険料の関係でございますけれども、適正に料金の

設定をしていきますという中で現実問題どうなのだという状況でございますけれども、こ

れにつきまして３年間の介護保険料を決定いたします。これについて、恐らく今回平成２

３年度に策定作業始めますけれども、やはり国から統一したワークシートというのが示さ

れます。そこで、それぞれ給付額なり、そういったもの当てはめていって、そして国なり、

あるいは道の負担、そして市の負担はこうあるので、保険料は被保険者数がこうであるか

ら、その際には所得状況はこうであるから、こういう料金ですというワークシートがある

ので、今その状況がまだ定かでありませんけれども、概略はそういうふうになっているの

で、何ぼにという金額は言えません。ただ、砂川は今４，３００円で、ある種他市から比

べるとというお話ありました。これにつきましては、平成２０年からの第４期の介護保険

料の算定の際にもいろいろご審議をいただきました。そういった過程におきましては、そ
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れぞれ経過がございまして、確かに砂川市は現在４，３００円でありまして、他市よりも

若干高いという状況でもございますが、その近辺を見ますと、平成１２年からの３年間、

あるいは平成１５年からの３年間、第１期、第２期の介護保険料がどうだろうかというと、

砂川市は他市に比べて低うございました。そんな状況から給付費、サービスの量と絡んで

きますけれども、一概に高い安いというのは、あくまでも必要とするサービス量を見込ん

で３年間の設定でございまして、たまたま第４期については４，３００円で運営している

と。この状況でありますけれども、４，３００円を第１号、６５歳以上の方に負担をして

いただいて今運営をしていますけれども、何とかこの平成２３年度の予算も繰り入れはい

たしますけれども、大きな繰り入れでなく運営できるのでないかという当初予算です。こ

れも４月以降のそれぞれのサービスの量によりますけれども、そういったことを勘案しま

して、やはり自分で持っている基金、あるいは今回法改正によりまして、それぞれ財政安

定化ということで都道府県に拠出している基金がございますので、それを今回法改正でも

って取り崩しも可能というようなことですから、それらを十分加味した中で十分その保険

料について設定をしていきたいというふうに考えておりますので、ご理解を賜りたいと存

じます。

また、ユニット型の関係で国、道、市がそれぞれ負担するということでございますけれ

ども、これについては軽減額の２分の１、これらについては国が、道がということになり

ます。そして、残る２分の１の半分、４分の１、これについては地元市町村がということ

で、砂川市が負担をするというようなことで、全体で４分の３をそれぞれ助成をしていく

ということになります。

以上でございます。

〇議長 北谷文夫君 土田政己議員。

〇土田政己議員 わかりました。介護保険料が今幾らと言えといっても無理なことで、こ

れはまた提案されましたら審議される中身だと思いますが、ただ私ども心配するのは、国

が今４，１６０円が５，１００円、１，０００円も上がって５，０００円を超えるという

ことがあって、本当に負担に耐えられるのだろうかという心配があるものですから、この

あたりは部長答弁では適正にというので、ぜひ少しでも負担が……ならないようにと。

それから、今まで経過がありましたように、前回もそうでしたけれども、ほかの地域は

その前の１期、２期、３期のときの基金を使って軽減するということになっておりました。

うちは、割と安くしていたために、基金がなくて１，０００円以上値上げせんければなら

ないという状況になってしまったのですけれども、そのあたりもぜひ今精査をしていただ

いて、本当に負担軽減を図るようにご努力をしていただきたいなというふうに思っており

ます。

それから、ユニットについては中身わかりました。ぜひそういうふうに制度改正された

わけですから、砂川市においてもすばらしい福寿園があるわけで、そこでも希望する生活
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保護世帯の方が入所できることになれば、私も大変いいなというふうに思っておりますの

で、その辺ぜひ進めていただきたいなということを申し上げて、終わります。

〇議長 北谷文夫君 他にございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

これで議案第１１号の総括質疑を終わります。

続いて、議案第１２号の総括質疑を行います。

質疑ございませんか。

土田政己議員。

〇土田政己議員 （登壇） 議案第１２号 平成２３年度砂川市後期高齢者医療特別会計

予算について総括質疑をさせていただきます。

後期高齢者医療制度については、私どもは即時廃止して老人保健制度に戻すことを提案

してまいりました。後期高齢者医療制度について民主党も即時廃止を公約にしておりまし

たが、残念ながら政権交代後その公約を投げ、投げ捨てたというか、破ってしまった状況

にあります。そして、今新しい高齢者の医療制度をつくるとして高齢者医療制度改革会議

が設置されて、その会議の報告書が最近出されたようであります。それで、その主な内容

と後期高齢者医療制度は今後どうなるのかという点についてお伺いしたいなというふうに

思っております。

〇議長 北谷文夫君 市民部長。

〇市民部長 井上克也君 （登壇） 新しい高齢者医療制度をつくるとして高齢者医療制

度改革が設置され、その会議の報告書が最近出されたようですが、その内容についてと、

また今後どうなるかということについてご答弁を申し上げます。

厚生労働省は、高齢者医療制度改革会議を設置し、新たな高齢者医療制度について検討

を進めておりましたが、昨年１２月２０日開催の最終会合において最終取りまとめを大筋

で了承いたしました。その内容につきましては、大きく８点。１点目は、後期高齢者医療

制度は廃止し、平成２５年３月から高齢者も現役世代と同じ制度に加入することとし、地

域保険は国保に一本化する。２点目は、７５歳以上国保の運営主体は都道府県とする。３

点目は、都道府県は財政運営と標準保険料率の設定、市町村は標準保険料率に基づく保険

料の設定、決定、賦課徴収事務、保険給付、保健事業などを行う。４点目は、市町村国保

を平成３０年度を目標に全国一律で都道府県単位化とする。５点目は、国と地方の協議の

場を設置し、国保の構造的問題を検討する。６点目は、７０歳から７４歳までの患者負担

割合を段階的に２割に引き上げる。７点目は、７５歳以上現役並み所得者の給付費に５割

の公費を投入する。８点目は、６５歳以上の財政調整方法は現行制度を踏襲するなどであ

り、本通常国会に法案を提出する予定でありました。しかしながら、厚生労働省は、国保

の運営主体を担うとされた全国知事会の反対や７０歳から７４歳までの患者負担割合を２

割に引き上げるなどの高齢者負担増が与党の理解を得られないなど、法案成立が困難視さ
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れるとして本通常国会への法案提出は見送ることとし、法案成立後約２年間の準備期間を

確保するため、新たな高齢者医療制度について平成２６年３月施行を目指す方針を示して

おります。新たな医療制度の構築にはまだ時間がかかると思われますので、その制度内容

を注視していきたいと考えております。なお、新制度の構築におきましては、北海道市長

会及び全国市長会とも十分に連携を図りながら適切に対応してまいりたいと考えておりま

す。

〇議長 北谷文夫君 土田政己議員。

〇土田政己議員 今の報告の中身を詳しくご答弁いただきましたけれども、今もお話あり

ましたように、７５歳以上のうち１，２００万人は市町村の国保に加入して、２００万人

を被保険者の、いや、被用者保険に移行すると、そして同時に７５歳以上の国保は現役世

代と別会計にして都道府県単位で行うという中身になっているわけで、これについて先ほ

ど話あったように知事会もすごく反対というか、をしているわけでありますけれども、こ

れ、それともう一つは７０歳から７４歳の窓口負担を段階的に今１割負担を２割負担にす

るという大きな中身があって、今の制度も、後期高齢者医療制度も大変よくないのだけれ

ども、場合によってはそれ以上にひどい制度になるのでないかというようなお話もあって、

全国の各自治体や知事会その他でも大きな運動は起こっておりますけれども、先ほどお話

ありましたように、全道市長会とか全国市長会では市長も入っておられるけれども、どの

ような要望されておられるのか。知事会は反対なのですけれども、市長会もやっぱり今の

報告には反対なのか。もし都道府県単位でやるということについていいのか悪いのか、知

事会はだめだと言っているのですけれども、どのようにお考えになっているのか。全道市

長会などの動きわかれば、ちょっと教えていただきたいなというふうに思っております。

〇議長 北谷文夫君 市民部長。

〇市民部長 井上克也君 後期高齢者医療制度、これにつきましては全国市長会、これら

もやはり住民に十分な説明をして、制度の説明をして十分に理解を得られるような、そう

いう制度にしていただきたい、これが後期高齢に対する市長会の基本的なスタンスです。

ただ、今ご質問ございましたけれども、どうしても後期高齢となりますと、今ほどご答弁

したとおり、国保への一本化ということからいけば、本当はやはり国保となると、それぞ

れの今の自治体、市町村が保険者でございますから、では市町村でどうなるのだという状

況でありますけれども、ここにつきましては全国市長会も、北海道市長会通じまして全国

市長会としてもやはり都道府県単位ということで広域化による保険、国民健康保険財政の

安定化ということでそれぞれ要望している状況でございます。

〇議長 北谷文夫君 土田政己議員。

〇土田政己議員 もう少し詳しく教えてほしいのですけれども、市長会は都道府県にして

くれと要請していると、しかし知事会はこれだめだと言っているわけでしょう。その辺が

統一とれていないような気がして、結局そうなれば私は制度そのものが、根本的な新しい
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制度というけれども、先ほど言いましたように、今の後期高齢者制度も大変な制度なのだ

けれども、それ以上に同意が得られない制度になるような気がもうして、先ほど答弁あり

ましたように、与党内でも意見が一致しないためにまた、また１年間延ばされるというこ

とになって後期高齢者医療制度がそのままずっと続いていく形になるのです。本来であれ

ば、とっくに廃止されていなければならなかったはずなのですけれども、そんなようなこ

とでいくわけで、その辺もしわかっていれば、知事会の反対することと市長会が言って都

道府県にすれ、市町村単位でなくて都道府県にすれというのと、何か一致して足並みそろ

えてできないものだか、足並みがそろっているものか、そろっていないのか、その辺わか

ればお伺いしたいと思いますが、わかりますか。

〇議長 北谷文夫君 市民部長。

〇市民部長 井上克也君 全国知事会なり、あるいは全国市長会の足並みということであ

りますけれども、あくまでも後期高齢の制度につきましては当然十分理解される制度、そ

れに含めて十分な検討と十分な説明をしてくださいと、そういうことでありますけれども、

今お話あった国保を絡むそういった議論なのですが、これについては新聞等でもご承知か

と思いますけれども、国では６月に向けて政府として税と社会保障の一体改革ということ

で方針を出すという前段に、厚生労働省としても税と社会保障制度がどうあるべきかとい

うことで４月をめどにということで今作業を進めています。そういう中では、厚生労働省

と地方三団体、いわゆる全国知事会、全国市長会、そして全国町村会、これがそれぞれメ

ンバーとなってワーキンググループからトップに上がっていくわけでございますけれども、

この話し合いを始めております。そういったことから、その足並みという意味では、全国

知事会、全国市長会、町村会がそれぞれ一緒に入って作業を進めておりますので、そうい

った見解についても統一した方向が出されるものというふうに考えてございます。

〇土田政己議員 終わります。

〇議長 北谷文夫君 他に発言ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

これで議案第１２号の総括質疑を終わります。

続いて、議案第１３号の総括質疑を行います。

質疑ございませんか。

小黒弘議員。

〇小黒 弘議員 （登壇） 病院事業会計の予算についての総括質疑を行います。

質問内容といたしましては、まず１点目なのですけれども、新年度予算における入院患

者数なのですが、予算書の私は１ページで自分なりの計算をしてみたところ、病床利用率

ですが、病床数５２１床に対して入院、１日当たりの入院患者が３８２人ということなの

で、これは割り算すれば病床利用率が出るのですけれども、７３．３％というような数字

になるわけです。まず、この点について、改革プランというのが前にありましたですけれ
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ども、これは平成２１年の２月に作成した改革プランですけれども、その場合の２３年度

の病床利用率は８３％であったのです。ちょっと差が開き過ぎているなというふうに思う

ものですから、この辺の原因は一体どこにあるのかというのをお伺いするのと、それから

今年度の２３年度予算というのはそれこそ新病棟が開院して丸１年の予算ということにな

るわけです。この新病棟では、集中治療室等の特殊病床がかなり以前よりも多くなってい

るのですけれども、その病床利用率についてもお伺いしたいと思います。

それから、給与費の関係なのですが、こちらのほうの対医業収益比率が私の計算でより

ますと、やっぱり５９．４％、最近そのぐらいをずっと、６０％をもう超えるか超えない

かぐらいのところでその給与比率というのがあるのですけれども、こちらのほうも改革プ

ランでは平成２３年度の一応数値目標としては４９．９％だったのです。こちらもやはり

大きな差が出ているなというふうに思うのですが、この比率を下げる方法というのは一体

あるのかないのかをお伺いしたいと思います。

それから、３点目には、改築に係る起債元金の償還が始まってくると思うのですけれど

も、今年度というか、平成２２年度では予算書の２２ページを見てみますと、昨年度より

も少ない４億４，４００万ぐらいで済んでいるのですけれども、医療機器のほうは償還が

すぐ始まるというようなお話もお伺いしつつ、据置期間というのもあると思うのですが、

その辺の前後の償還額の推移というものもお伺いしたいと思います。

４点目は、予算書の４２ページに病院事業の予定貸借対照表、平成２３年度のがあるの

ですが、驚くのは現金預金の急激な減少なのですけれども、ある時期では二十数億あった

現金預金が平成２３年度の貸借対照表を見ますと４億円に急減をしているのですけれども、

この辺の要因というのは一体何なのかを、あわせて同じ貸借対照表の剰余金の合計も、こ

ちらも本当に一気に減っておりまして、平成２１年では３６億、約３７億あったのですが、

平成２３年度では７億までこちらも減っております。それぞれの要因、原因をお伺いした

いと思っています。

最後の質問になるのですけれども、新病棟開院後の維持管理費も以前と比べては相当大

きくなっているのではないかなというふうに思うのですが、こちらのほうは光熱水費、あ

るいは燃料費、ハードに係るような維持管理費で結構ですけれども、どのくらいふえてい

るのか、そしてこれはどのように推移していくのかをお伺いしたいと思います。

〇議長 北谷文夫君 市立病院事務局長。

〇市立病院事務局長 小俣憲治君 （登壇） ６点についてご質問がありましたので、私

のほうから病床利用率の関係と給与費の医業比率の関係についてご答弁申し上げたいと思

います。

まず、病床利用率についてでありますが、これにつきましては病院の経営管理状態を示

す指標の一つとされており、改革プランの中で数値目標として掲げているところでありま

す。当院の病床利用率につきましては、平成２０年度は７３．４％、２１年度は７１．１
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％となっておりまして、２２年度決算見込みでは７１．６％と見込んだところであります。

また、平成２３年度予算においては、南館開院後に精神科病床を現在の１０３床から８８

床に減少することから７４．３％と予定したところであります。特殊病床の利用率につい

てでありますが、まずＩＣＵ、特定集中治療室につきましては、平成２２年度新病院開院

前までは病床数４床で８７．７％、開院後１月末までは病床数６床で７１．０％となって

おります。次に、ＨＣＵ、ハイケアユニットにつきましては、病床数８床であり、開院後

１月末までに６２．４％となっております。次に、ＮＩＣＵ、新生児の特定集中治療室で

ありますが、これにつきましては病床数３床であり、開院後１月末までに８４．７％とな

っております。病床利用率につきましては、市立病院改革プランと比較しまして低い状態

にありますが、改革プランは作成当時の状況から試算したものであり、平成２３年度では

一般が８０．９％、精神が８７．７％、数値目標を設定しております。しかしながら、入

院患者数につきましては、医師の判断もあり、特に精神科の患者数の減少が大きいこと、

また一般病床での平均在院日数の減少などが病院全体の病床利用率低下に影響しているも

のと考えております。今後におきましても急性期病院としての役割を果たしながら、他の

病院、診療所等とさらに連携を強化しながら、紹介、逆紹介の推進、地域医療を担う中で

の機能分化を図る、行うことにより役割分担を明確にしながら病床利用率の増加を目指し

てまいります。

２つ目の給与費の対医業収益比率を下げる、引き下げる方法についてであります。平成

２３年度当初予算における給与費の対医業収益比率は５９．４％、前年度当初予算では５

９．６％で同程度の比率となっております。比率が高くなる主な要因といたしましては、

職員の増員であります。特に地域医療を充実させるため、医師の増員や看護職員における

７対１看護基準の維持、さらには救急部門、集中治療部門等の施設基準に対応する人員の

確保に加え、医療技術部門では検査体制等の充実に伴い人員確保を行っております。また、

共済組合や退職手当組合等の負担率引き上げ等により、法定福利費が本年度では給与費の

約２２％を占めていることも要因となっております。ご質問の対医業収益比率を引き下げ

る方法についてでありますが、端的に申し上げれば、職員数を減らすことも方法ですが、

急性期医療を担う地域の基幹病院といたしましては医師の確保は不可欠であり、あわせて

看護職員、医療技術職員の確保も必要となることから、一定程度の対医業収益比率となっ

てくるのはやむを得ないものと考えております。ただし、一方で給与費の適正化も大変重

要となることから、現在直営で行っている業務等について検証を行う必要があると考えて

おります。当院における業務委託は、既に各分野で取り組んでおりますが、先進病院等の

事例などを参考に再度検討する必要があると考えているところであります。さらに、医業

収益の増収を図ることが大変重要であると考えます。この方策としては、入院の病床稼働

率を上げる、急性期病院として手術件数をふやし、ＣＴ、ＭＲなどの放射線科の稼働率を

上げる、患者満足度を向上させるなどが特に重要であり、これらを効率的に行うためにさ
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きに契約した経営コンサルタントを活用し、取り組んでまいりたいと考えておりますので、

ご理解賜りたいと存じます。

〇議長 北谷文夫君 市立病院事務局審議監。

〇市立病院事務局審議監 佐藤 進君 （登壇） 私のほうから残りの項目についてご答

弁申し上げます。

まず、改築に係る起債償還についての元金償還額の推移についてご答弁申し上げます。

改築事業に係る企業債の借り入れは、まだ確定していない旧病院解体工事や立体駐車場工

事の借入額を含めて約１７２億円の借り入れ計画をしていたところでございますが、現時

点においての医療機器購入では若干減少したところであります。企業債の償還内容としま

しては、改築工事に関するものは病院事業債、過疎対策事業債ともに５年据え置きの３０

年賦償還で、医療機器に関するものは病院事業債で１年据え置き、５年賦償還、住民参加

型市場公募債は５年据え置き、満期一括償還と過疎対策事業債で３年据え置き、１２年賦

償還となっております。元金償還の推移でありますが、平成２３年度は平成２２年度借り

入れの医療機器分の病院事業債につきまして借り入れ時期が２２年１０月であったことか

ら、２３年度下期分から償還が開始されることになります。平成２３年度は、半年賦分の

元金償還額２億７，３８０万７，０００円となります。さらに、従前の借り入れに係る元

金償還を含め、平成２３年度は４億４，０８２万８，０００円を予定しております。また、

平成２７年度には元金償還額が約９億４，５００万で償還額のピークとなりますが、翌年

度からは７億円前後の元金償還となっていくところであります。なお、これら元金償還分

及び利息分に対しては交付税の算定が予定されております。

次に、現金預金が減少した理由についてご答弁申し上げます。平成２２年度決算見込み

におきましては、収益的収支で約１６億１，０００万円の純損失を見込んでいる中、現金

支出を伴わない減価償却費及び旧病院除却費が約１３億９，０００万円となることから、

残りの約２億２，０００万円が現金減少見込額となるところであります。なお、この約２

億２，０００万円は、主に新病院に係る消耗備品費及び病院移転費等となっております。

また、資本的収支で資本的収入から資本的支出を差し引きますと約１０億５，０００万円

の不足額となりますが、これは主に起債の対象とならない資産購入費約３億２，０００万

円及び起債、企業債元金償還金約７億６，０００万円、うち繰上償還分約４億１，０００

万円となっております。このことから、収益的収支の現金不足額約２億２，０００万円に

資本的収支の現金不足額約１０億５，０００万円を加算した約１２億７，０００万円が現

金の減少額と見込んだところであります。

次に、平成２３年度当初予算におきまして収益的収支で約１９億６，０００万円の純損

失を見込んでおります。このうち現金を伴わない減価償却費、旧病院除却費が約１９億７，

０００万円で、この差の約１，０００万円が現金残額の見込みとなっております。また、

資本的収支で……
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〔「暫時休憩」と呼ぶ者あり〕

〇議長 北谷文夫君 暫時休憩します。

休憩 午後 ２時５０分

再開 午後 ２時５３分

〇議長 北谷文夫君 休憩中の本会議を開きます。

◎延会宣告

〇議長 北谷文夫君 ただいま１３号の総括質疑中でありますけれども、地震がちょっと

ひどいので、きょうはこれで延会にしたいと思います。よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

それでは、そのようにいたします。

大変ご苦労さまでございました。

延会 午後 ２時５３分


